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平成 30年度 第 1回 第 2 期健康横浜２１運動検討部会について（報告） 

 
１ 趣旨 

  本部会は、健康横浜２１推進会議運営要綱の第７条に基づき、横浜市の附属機関である健康横

浜２１推進会議の部会として設置しました。横浜市における運動の推進をテーマとした事項等に

ついて検討いたしましたので、経過を報告いたします。 

  

２ 検討会の実施状況 

 (１) 検討会メンバー 

第２期健康横浜２１運動検討部会委員 ５名（資料 3-2 参照） 

  (２)  開催日と議題内容 

日 程 議題内容等 
平成３１年２月６日（水） 
１４時~１６時 

１ 運動に関する現状と課題について 

２ よこはまウォーキングポイント事業について 
３ 具体的な取組の検討 
（１） 継続して運動に取り組める方法、働き・子育て世代へのきっかけ

づくり 
（２） 具体的取組方法について 

 

３ 議論した内容について 

      横浜市の運動に関する現状と課題について説明し、各委員の立場から、今後、「運動習慣の

定着」を実現していくために、どのような具体的な取組が必要か意見交換を行いました。 
 

論 点 主な意見等 

継続して運動に取り組む方

法について 

・運動のための時間をつくるのではなく、日常生活プラスワンの取

組が継続のポイントとなる。 

・モチベーションを上げることが重要で、『自分のために運動が大切

である』を認識することが大切である。 

働き子育て世代のきっかけ

づくり 

・働き子育て世代は、ほとんどが働いているため、平日は時間がな

い。休日も平日たまった家事等で疲れてなかなか時間がない。その

ため個人だけの努力では難しい。職場の協力も必要である。 

・子育て世代は、子どもをきっかけに親へアプローチする。 

効果的なきっかけ、仕掛け

とは 
・『健康』が目的でない楽しいイベントから運動につなげる。 
 ⇒『イベントに参加した結果、運動をするきっかけになり、健康

になった』が理想的 
・ウォーキングポイント事業新規参加者や継続する人が定着する 
ためにはモチベーションが上がるための仕掛けが必要である。 
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運動習慣のための環境整備 ・個人だけの努力では難しいので、職場の協力も必要。 
・街中にウオーキングステーションを設置。 

気軽にウォーキングをするための活用と周知が課題である。 
例えば：仕事帰りにウォーキングするための着替え、シャワー 
    ロッカーの利用等ができる。  
    着替えのレンタルや水分補給所等の役割。 

・自転車の活用。（街中で利用できる自転車の設置、ステーション） 
  例えば：自転車を利用しやすい道路整備。 
      出先で、移動のために利用できる自転車とステーショ 

ンの整備。 
 

４ 今後に向けて 

  来年度、第２回検討部会を開催予定です。 

  今回、検討した点について、各団体での進捗確認や振り返りをしつつ、『運動習慣の定着』のた

めの具体的な取組の検討を進めていきます。 

 

５ 参考資料 

 (１)  第２期健康横浜２１運動検討部会委員名簿【資料 3-2】 

 

 



（五十音順・敬称略）

役　職 氏　名 職　名

1 部会長 田中　伸一 横浜市保健活動推進員会　会長

2 遊馬　秀樹 （株）テレビ神奈川　営業本部 事業推進室長

3 大宮　淳 健康保険組合連合会神奈川連合会　事務局長

4 金子　規子 横浜市体育協会　地域スポーツ振興部　担当課長

5 七海　雷児 横浜市ＰＴＡ連絡協議会

6 長谷川　由希 （株）神奈川新聞社　クロスメディア営業局広報部　課長

第２期健康横浜２１運動検討部会 委員名簿
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平成 30年度受動喫煙防止対策検討会(部会)について（報告） 

 
１ 趣旨 

  本市では、第２期健康横浜２１（健康増進計画）に基づき、受動喫煙防止対策に取り組んで

います。2018年（平成 30年）７月に、受動喫煙防止対策の強化に向けた改正健康増進法が公布

され、2019年１月、７月、2020年４月と段階的に施行されます。 

  今後の本市における受動喫煙防止対策の取組を専門的見地から検討するため、健康横浜２１

推進会議の部会として、今年度より受動喫煙防止対策検討会を設置しました。 

課題を整理し、受動喫煙防止対策の方針について検討を行いましたので、経過を報告します。 

 

２ 検討会の実施状況 

 (１) 検討会メンバー 

受動喫煙防止対策検討会委員 10名＜資料４－２参照＞ 

  (２)  開催日と議題内容 

日程 議題内容等 

第１回 
2018年 

11月 19 日（月） 

１ 健康増進法の改正について 

２ 横浜市の受動喫煙防止対策の状況 

３ 横浜市の受動喫煙防止対策の検討の方向性 

４ 今後のスケジュールについて 

第２回 
2019年 

１月 29 日（火） 

１ 健康増進法改正内容 

２ 施設調査の結果について（速報） 

３ 横浜市の受動喫煙防止対策の検討の方向性 

４ 今後のスケジュールについて 

第３回 
2019年 

３月６日（水） 

１ 政省令等の状況について 

２ 受動喫煙防止対策検討部会 検討会報告 骨子の案 

３ 関係団体ヒアリングの実施及び今後のスケジュールについて 

 

３ 議論した内容について 

    （１）第一回検討会 
       健康増進法の改正概要と本市の状況について説明し、今後「望まない受動喫煙」を実現

していくために、市がどのような環境を目指していくべきか意見交換を行いました。 
主な意見等 

屋内 
・ベビーカーで出かける場合にテラス席は使いやすいのだが、喫煙可能になってしまうのか、

客席の範囲の確認が必要。 

屋外 

・コンビニやファミリーレストランは子どもも行くが、入口で吸っている人が多い。 

・スクールゾーンや学校外周道路、学校に保護者が集まる際、配慮できると良い。 

・公園は吸い殻が多く、誤飲しないよう拾っている。遊具の周囲等に看板があると良い。 

・バス停や、子どもがスポーツをするグラウンド等も禁煙がよい。子どもも使うので、避けることが

できない。 

その他 ・行政機関は民間より、法改正の内容より一段厳しく行うべき。 

・加熱式たばこの取扱いも検討すべき。 
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（２）第二回検討会 
施設調査の結果について（速報）について説明し、特に強化していきたい「子どもや患者」

がいる屋内施設について意見交換を行いました。 
主な意見 

調査 

結果 

・調査では、「売上や利用客の減少が心配」が最も多い。 

・経営は飲食店の最大の関心事なので、対策をしたら売上が上がった、他都市や企業、身近

なお店の具体例等、情報を提供して不安を減らすのも重要な取組。 

禁煙 
表示等 

・受動喫煙をしたくない側が自らの身を守ることで考えると、禁煙かどうかはお店を選択すると

きに重要な情報。積極的に禁煙しているというマーク等があると良い。 

・かなり多文化になっていて、言葉が通じなくてトラブルになることもある。伝える参考になるも

のがたくさんあると良い。 

ヒアリ

ング 

・どうしたら喫煙者の方にも、受動喫煙に関しての意識、啓発が響くのか。うまく届くコメント等

があるのか、喫煙者の意見も聞いた方が良いのでは。 

・小規模飲食店、生活衛生関係、小学校等子ども関係のご意見を伺うことも必要では。そうい

う団体とうまくコラボして、普及啓発につなげる方法もあるのでは。 

・地域住民が協力して取り組まないと、なかなか学校の周りで進まない。 

（３）第三回検討会 

改正健康増進法の政省令について伝えるとともに、これまでの検討会から作成した検討

結果骨子案、ヒアリング方法について意見交換を行いました。 

主な意見 

検討会

骨子案 

・行政として、まず自分達が職場で受動喫煙を発生させないよう取り組んでいる姿勢を見せた

ほうが良い。 

・ステッカー等の配布は、飲食店全店はなかなか難しい。効率的な方法を検討していくべき。 

・ファミリーで参加するようなイベント、動物園、信号待ち等、子どもがたくさんいて避けられな

いような所は、全面禁煙が良いのでは。 

・障害者も、自分で選べない、避けられないという部分は同じと思う。 

・店舗の巡回等は大変なので、実効性を高めるためにどうするかを考えていくべき。 

ヒアリ

ング 

・検討会委員も、ヒアリングに参加した方が良いのでは。 

・骨子案に対するご意見ではなく、検討している内容に対して、どう対応していくかという意味

で聞いていくのが良い。 

・20 歳位から最もたばこを吸いやすくなるので、ぜひ大学にもヒアリングをすべき。 

・ヒアリングは意見を聞いていく場であるが、啓発時は様々な団体も活用したほうが良い。 

 

４ 検討結果及び基本方針 

  受動喫煙防止対策検討会 検討結果骨子（案）＜資料４－３参照＞ 
 

５ 今後のスケジュール 

   2019年３月 平成 30年度第２回健康横浜２１推進会議にて骨子(案)報告 

ヒアリング対象団体の選定及び調整の依頼 

       ４月 対象団体へのヒアリング 

４～５月 平成 31年度第１回受動喫煙防止対策検討会 

６月 受動喫煙防止対策検討会まとめ公表 

 

６ 参考資料 

 (１) 受動喫煙防止対策検討会 委員名簿【資料４－２】 

 (２) 受動喫煙防止対策検討会 検討結果骨子（案）【資料４－３】 



（五十音順・敬称略）

役　職 氏　名 職　名

1 部会長 曽根  智史 国立保健医療科学院　次長

2 坂本　徳博
公益財団法人 横浜企業経営支援財団　マネジャー
（経営支援担当部長）

3 佐藤　信二 一般社団法人 横浜市歯科医師会　常務理事

4 瀬戸　卓 一般社団法人 横浜市薬剤師会　常務理事

5 中沢　明紀 禁煙・受動喫煙防止活動を推進する神奈川会議　会長

6 七海　雷児 横浜市ＰＴＡ連絡協議会　副会長

7 松谷　英司 一般社団法人 横浜市食品衛生協会　副会長

8 丸田　昭二 神奈川県たばこ商業協同組合連合会　事務局長

9 横田　美和子 よこはま一万人子育てフォーラム

10 渡辺　豊彦 一般社団法人 横浜市医師会　常任理事

受動喫煙防止対策検討会（部会）　委員名簿
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受動喫煙防止対策検討会 検討結果骨子（案） 

 

 

 

 

 

 

１ 子どもや患者等を守る取組 

  子どもや患者等が利用する市が設置する施設（学校、児童福祉施設、病院など）につい 
て、喫煙場所がない完全な敷地内禁煙に取り組みます。 

  民間施設等（保育所、学校など）についても同様の取組の協力を依頼します。また、施

設の周囲や子どもがいる周囲で喫煙することがないよう、配慮を求めていきます。 
   
○主に子どもが利用する施設：屋内及び敷地内に喫煙場所がない完全禁煙 

＜第 1 種施設に相当する市立施設（指定管理施設を含む）＞完全禁煙の実施 
・学校（小学校・中学校・高等学校等） 
・児童相談所 
・児童福祉施設（保育所、児童養護施設、児童自立支援施設等） 

  ※市立学校及び市立保育所は既に、完全禁煙 
 
＜第 1 種施設に相当する民間施設＞完全禁煙の依頼 
・私立の教育施設（認定こども園・幼稚園・小学校・中学校・高等学校等） 
・児童福祉施設（保育所、乳児院、母子生活支援施設等） 
・児童福祉法の事業の用に供する施設（地域育て支援拠点事業、小規模保育事業等） 
・その他の教育施設（学習塾や届出のない学校等、主に未成年が利用する施設） 
 
＜第 2 種施設に相当する市立施設（指定管理施設を含む）＞敷地内禁煙の依頼 

 ・子どもが利用する施設 
 
○主に子どもがいる周囲：喫煙者に配慮を求める（看板設置・灰皿等を設置しない） 
＜公園＞ 
・遊具等の周囲 
・主として子どもが参加するイベント開催時 
＜校庭等、子どもが屋外活動をする施設の周囲＞ 
・保育所、幼稚園、学校の敷地に隣接する外周 
＜バス停・駅前広場＞ 

   

  

○子どもや患者等の健康を守り、望まない受動喫煙が生じないよう環境づくりを進めます。 

○行政として、率先した取組を進めます。 

○「禁煙」か「喫煙」か、確認しやすいステッカー掲示を進めるなど、環境を整備していきます。（小

規模飲食店等の取組支援など） 
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○主に患者が利用する施設：屋内及び敷地内に喫煙場所がない完全禁煙 

＜市立施設＞ 完全禁煙の実施 
・医療機関 

 ＜民間施設＞ 完全禁煙の依頼 

 ・医療機関 

 

２ 行政としての率先した取組の推進 

  

行政は、住民の健康を守る観点から受動喫煙対策を総合的かつ効果的に推進するよう努め

なければならない責務が課されています。市立施設において一層高めた対策を講じていくな

ど、率先した取組を進めていきます。 

   

３ 環境整備（小規模飲食店への取組支援） 

 

  既存特定飲食提供施設は、本市に届け出ることにより施設内での喫煙が可能となり、喫 
煙可能の表示をすることとなります。 
これを踏まえ、飲食店を選ぶ際に禁煙かどうか確認できるよう、分かりやすく表示する 

ステッカーの配布や禁煙店のホームページ掲載などを進めていきます。 



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

検診受診啓発 たばこ

定期的にがん検診を受ける 禁煙にチャレンジ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

①各種がん検診受診率の向上と精度管理の充実
②各種健診事業の円滑な実施
③平成30年7月から開始された新生児聴覚検査の円滑な実施
④各種予防接種事業の円滑な実施
⑤全市一斉健康相談事業実施（各区年に一度，催事にあわせて実
施）
⑥市民広報誌「みんなの健康」の発行に加え、ラジオ番組「みんな
の健康ラジオ」を毎週木曜日に放送
⑦「正しい健康知識でますます元気に！」をテーマに市民公開講
座を開催
⑧糖尿病・歯周病重症化予防のための横浜市医科歯科連携事業
について、全区実施に向け各区において調整
⑨糖尿病性腎症重症化予防事業への協力
⑩特定健診受診率向上モデル事業への協力

実
績

①各種がん検診受診率の向上と精度管理の充実のため、医師会
内にがん検診ごとの精度管理委員会を設置した。今後、精度管理
の向上等に向け協議検討していく。
②会員医療機関において各種健診事業を円滑に実施した。
③新生児聴覚検査事業について、平成30年7月より円滑に実施で
きるよう協力した。
④会員医療機関において各種予防接種事業を円滑に実施した。
⑤全市一斉健康相談事業については、各区において年一回、各
区医師会・各区福祉保健センターと協力し、区の催事にあわせて
実施するなど、一般市民の健康相談事業を行った。
⑥一般市民向けに、市民広報誌「みんなの健康」の発行に加え、ラ
ジオ番組「みんなの健康ラジオ」を毎週木曜日に放送を行った。
⑦「正しい健康知識でますます元気に！」をテーマに市民公開講
座を年2回開催し、300名の参加があった。
⑧糖尿病・歯周病重症化予防のための横浜市医科歯科連携事業
の実施に向け、各区において調整を行った。
⑨横浜市国民健康保険特定健診実施医療機関において糖尿病性
腎症重症化予防事業への協力を行った。
⑩3区において特定健診受診率向上モデル事業への協力を行っ
た。

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

①胃・男性52.5％女性33.2％/
肺・男性54.9％女性36.4％/
大腸・男性49.0％女性35.1％

②45.7%　③46.1%　④21.9%

⑤家庭9.4％、職場14.9％、
飲食店35.7％、行政機関
6.6％、医療機関0.54％

⑥男性31.1％、女性12.2％

①～③50％④40.5%⑤家庭
3％、職場0％、飲食店15％、
行政機関0％、医療機関0％
⑥減少傾向

①～③50％④60%⑤家庭3％、
職場0％、飲食店15％、行政
機関0％、医療機関0％⑥－

横浜市医師会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
■生活習慣病の重症化予防

■アクション事業

・がん検診受診率のさらなる向上と精度管理の充実分野 健診受診啓発

行動目標 1年に1回特定健診を受ける

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

中間地点

健
康
横
浜

①各種がん検診受診率向上と精度管理の充実のため，各種
がん検診それぞれの協議会において，検診受診率・精度管
理等について報告・話し合いが行われた。胃がん内視鏡検診
については，精度管理向上のための読影医向けの研修会を
開催した。
②平成29年度より産婦健診の導入に向け，こども青少年局等
と連携し，事業の円滑な実施のため，調整を行った。
③全市一斉健康相談事業については，各区において年一
回，各区医師会・各区福祉保健センターと協力し，区の催事
にあわせて実施するなど，一般市民の健康相談事業を行っ
た。
④一般市民向けに，市民広報誌「みんなの健康」の発行に加
え，ラジオ番組「みんなの健康ラジオ」を毎週木曜日に放送を
おこなった。
⑤糖尿病重症化予防事業に対しては，健康福祉局と協力し
てモデルとして実施をし，平成29年度からの全区実施に向け
調整を行った。
⑥たばこ対策事業について健康福祉局と協力し，禁煙外来医
療機関名簿の作成及び禁煙外来マップを作成，一般市民向
けに広報を行った。

①胃・男性36.7％女性27.0％/肺・
男性23.7％女性18.2％/大腸・男性

24.4％女性18.7％
②41.5%　③39.6%　④19.7%

⑤家庭9.9％、職場14.7％、
飲食店41.8％、行政機関5.6％、

医療機関0.6％
⑥男性29.9％、女性10.5％

重点取組テーマ 今後のテーマ

Action１特定健診・がん検診、Action３糖尿病等の重症化予防、Action９受動喫煙防止の取組

関連する指標

①胃・肺・大腸がん検診40～69歳の過去1年間②乳がん検診40～69歳の過去2年間③子宮がん検診20～69歳の過去2年間④特定健診受診率（40歳以上の横浜市国民健康保険加入者）
⑤日常生活の中で受動喫煙の機会を有する者の割合⑥未成年と同居する者の喫煙率

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく だ
さい。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

健診受診啓発

1年に1回特定健診を受け
る

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

・特定健診の受診率向上の取
り組みは、パンフレットを配布
して啓発をしていますが、受
診率向上になかなか結び付か
ず、数字的にアップしているの
はまだまだ感じられません。

・検便事業はネットにより普及
しつつあり、また、各区の庁舎
の売店で販売したところ、販売
数は増加し、食中毒予防の効
果が出ています。

実
績

・特定健診の受診率向上の取
組については、昨年度より人
間ドッグの無料券等も配布し
ましたが、受診率が21％と伸
びず苦戦している現状です。
個人事業主が、健康診断の受
診が義務付けられておらず、
自身の健康管理をするという
意識が薄いため、受診するこ
とろまでいかないと思っていま
す。
・検便事業については、販売
数は17年度より伸び、定着し
てきています。

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

40.5% 60.0%19.7% 21.9%

Action１特定健診・がん検診

関連する指標

特定健診受診率（40歳以上の横浜市国民健康保険加入者）

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

中間地点

健
康
横
浜

特定健診の受診率向上の取組は、神奈川県食品衛生国民健
康保険組合と連動して、業種組合の会合等での議題として取
り上げてもらったり、小規模な飲食店等にパンフレットの配布を
して啓発している。
検便の事業はインターネットによる安価な販売が定着し始め、
市内の飲食店の他、水道事業者等の他業種の方の購入も多
くなり食中毒予防等の効果が期待できる。

重点取組テーマ 今後のテーマ

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

横浜市食品衛生協会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
・特定健診の受診率向上の取組方法は、引き続きパンフレットの配布回数を増やし、全国平
均並の受診率に届くよう頑張ります。
・検便事業は、衛生管理計画（ハサップ）の施行により、販売数が増加し、食中毒予防の効果
が出ます。
・受動喫煙の問題は、市内主要駅だけでなく、人の集まる地区は全て喫煙禁止の働きかけを
他団体と連動し進めていきます。

分野

行動目標

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく だ
さい。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

運動（働き・子育て） 運動（稔り）

定期的に運動する／あと、
1000歩歩く

歩く、外出する

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

①ｔｖｋいきいきマージャン教室
の開催（後援：横浜市健康福
祉局ほか）
②横浜マラソンの中継と関連
ブームアップ番組の放送
③大豆１００粒運動など、食育
の啓発活動
④「未病」特別番組の制作・放
送
⑤健康関連番組、コーナーの
制作と放送

実
績

①ｔｖｋいきいきマージャン教室
の開催（後援：横浜市健康福
祉局ほか）
②横浜マラソンの中継と関連
ブームアップ番組の放送
③大豆１００粒運動など、食育
の啓発活動
④「未病」特別番組の制作・放
送
⑤健康関連番組、コーナーの
制作と放送

達
成
度

B
概ね達成できた

最終目標 健康日本２１

①男子：49.7%　女子：25.8%
②男性46.8％、女性41.7％
③全体26.8%、男性25.4%、

女性27.5%

④男性46.9％、女性34.6％
⑤全体46.0％、男性
60.9％、女性33.3％

①増加傾向②男50%、女50%③全
34％、男36％、女33％④男50％、
女40％⑤全52％、男58％、女48％

①－②－③全34%、男36%、女
33%④－⑤全52％、男58％、女
48％

①男子：49.7%　女子：25.8%
②男性46.8％、女性41.7％
③全体26.8%、男性25.4%、女

性27.5%

④男性46.9％、女性34.6％
⑤全体46.0％、男性60.9％、女

性33.3％

重点取組テーマ 今後のテーマ

Action６よこはま健康スタイル

関連する指標

①運動やスポーツを週3日以上行う小学5年生の割合②20～64歳で１日の歩数が男性9,000歩以上、女性8,500歩以上の者の割合③20～64歳で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続
④65歳以上で１日の歩数が男性7,000歩以上、女性6,000歩以上の者の割合⑤65歳以上で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
報道や各種番組を通じて、健康に対する市民の関心を喚起し、必要な情報を拡散す
る。またイベントを通して、市民・視聴者とじかに接することで情報ニーズの把握に努
める。

分野 運動（育ち・学び）

行動目標 毎日楽しくからだを動かす

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

中間地点

健

康

横

浜

①25年度から『tvkいきいきマージャン教室』を毎年実施。トー
タル約800名が参加した。マージャンを純粋に楽しみ、指と頭を
使う「脳トレ」として活用、毎年定員を上回る応募がある。卒業
生対象に大会も実施。（後援：横浜市健康福祉局）

②開催される『横浜マラソン』に合わせ、当日の生中継（7時間
半）とブームアップのためのレギュラー番組を放送。市民の健
康とスポーツへの関心を喚起してきた。

③大豆１００粒運動　年間　：県内の小中学校を中心に約１２０
校に和食の基本食材である大豆「津久井在来」を配布、栽培・
加工方法指導のアドバイス、番組での紹介など、食育活動を
支援。

④「未病特別番組」の制作と放送。

⑤「ニュース」や「ワイド番組」で、市民の関心も高い、様々な健
康関連の取材を行い、放送。「健康最前線」といったレギュラー
コーナーも実施。

（株）テレビ神奈川

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標
第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

健診受診啓発

1年に1回特定健診を受ける

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

○健診の促進
（被保険者）
・受診率向上のため、タイムリーな受診勧奨を実施する。特に加入事業所数が増加していることに着目し、新規適用事業所に
対する受診勧奨を積極的に実施する。
・事業所健診データの取得勧奨を関係機関と連携して実施する。
（被扶養者）
・未受診者対策として協会主催の自己負担無料の集団健診（会場健診）を実施する。
○保健指導の促進
・被保険者の保健指導については、健診当日保健指導が可能な健診実施機関を確保し保健指導の利用拡大を推進する。
・被扶養者の保健指導についてはセミナー形式の特定保健指導の展開を図る。
○事業主等の健康づくり意識の醸成
・「かながわ健康企業宣言」事業所数の更なる拡大とともに、宣言事業所に対するフォローアップの強化を図る。
・事業所カルテを活用し、健康度の改善度合いをデータとして提供し、事業所の健康経営に対する取組意欲の向上を図る。
○重症化予防対策
・健診結果で要治療と判定されながら医療機関に受診していない者に対し受診勧奨を実施する。
・糖尿病患者にかかりつけ医と連携し、糖尿病性腎症重症化予防指導プログラムを実施する。
○その他
・県歯科医師会、県薬剤師会との協定に基づいた健康づくりを推進する。
・健康保険委員を対象とした研修を横浜市と実施する。
・「ピンクリボンかながわ」との共催による乳がん撲滅の啓発事業を実施する。

実
績

○健診の促進
（被保険者）
・新規に加入した事業所への文書（9,637事業所）及び電話（3,709事業所）による受診勧奨を実施（１月末）
・神奈川労働局長名の協力依頼文書を送付（６月：324事業所・１月:326事業所）し事業者健診データの取得勧奨を実施。
（被扶養者）
・未受診者対策として協会主催の自己負担無料集団健診（会場健診）を（１～３月、38会場）で実施予定。
・昨年、一昨年に上記集団健診を実施した人を対象にオプショナル検査等を含めた集団健診（有料）を実施。（12～１月、23会
場、2,698人受診）
・被保険者と同様の生活習慣病予防健診を提供（110機関）し、受診件数が拡大（平成30年９月末時点　4,927件）。
○保健指導の促進
・健診当日に保健指導ができる実施機関（24機関）を確保し、保健指導の利用件数が増加
・委託によるセミナー形式の特定保健指導を４地域５会場（参加者224名）で実施。
○事業主等の健康づくり意識の醸成
・かながわ健康企業宣言事業所（県内192事業所／平成31年２月末時点）に対し、職場の健康づくりに対する支援実施（25事
業所から申込み有）
・事業所訪問および取組内容の聞き取りのため、事業所訪問（44社）を実施。好事例等の情報を他の事業所へ展開するため、
紹介パンフレットを作成。
○重症化予防対策
・生活習慣病予防健診受診者のうち血圧・血糖に関し検査値が要治療域と判断されながら医療機関を受診していない加入者
への受診勧奨文書を送付（一次勧奨）。6,618件（平成30年４月～平成31年２月）
・一次勧奨対象者のうち、より重症域と判断される加入者に医療機関への受診勧奨を電話・文書で実施（二次勧奨）。2,016件
（平成30年４月～31年２月）
・糖尿病患者にかかりつけ医と連携しながら、糖尿病性腎症重症化予防指導プログラムを実施して患者が自分で体調管理で
きるようプログラムを委託で提供実施。27名申込み／18名面談（うち途中中断９名）

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

40.5% 60.0%19.7% 21.9%

Action１特定健診・がん検診、Action３糖尿病等の重症化予防、Action10データ活用

関連する指標

特定健診受診率（40歳以上の横浜市国民健康保険加入者

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

中間地点

健

康

横

浜

１．健診の促進
・受診率は上昇しているものの全国平均と比べ低位に推移し
てきた。
 【被保険者】［H25］47.8％、［H26］48.4％、［H27］48.7％、
［H28］48.9％（全国：54.7％）
 【被扶養者】［H25］14.9％、［H26］16.7％、［H27］16.6％、
［H28］18.7％（全国：22.2％）
・健診受診率向上のため、対象事業所へのタイムリーな健診
案内・申込書の送付、任意継続被保険者への健診案内、健
診機関への受診勧奨委託などに取り組んできた。また、２年
間受診したことがない被扶養者に対しては、無料集団健診を
実施してきた。さらに、健診受診のインセンティブを働かせる
ため、健診受診者を対象とした横浜銀行「特別金利定期預
金」を適用した。今後も引き続き同様の取組を継続していくこ
とに加え、さらなる向上を検討していく。
２．特定保健指導の促進
　保健師の数が不足している状況等にあり実績は低位に推
移してきた。今後はアウトソーシングも活用し保健指導の利用
拡大を推進する。
・６か月後評価実施率（神奈川支部）
【被保険者】［H25］5.4％、［H26］6.2％、［H27］5.3％、［H28］
3.8％
【被扶養者】［H25］3.0％、［H26］2.8％、［H27］5.2％、［H28］
3.6％
３．事業主等の健康づくり意識の醸成。
　・「かながわ健康企業宣言」の参加企業に対し、健康づくり
サポートを実施するなどし、事業主を支援することにより従業
員の健康維持・増進に努めてきた。今後は参加企業を増やし
事業を推進していく。
　・「データヘルス計画」に基づき、事業所の禁煙に関する意
識の醸成を図ってきた。
４．重症化予防対策
・生活習慣病の重症化を防ぎ、医療費適正化及びQOLの維
持を図るため、健診の結果、要治療と判定されながら治療し
ていない加入者に対して受診を勧奨し、確実に医療につな
げる取組を実施した。今後は横浜市と同内容の糖尿病腎症
にかかる重症化予防実施事業を行う予定。
５．その他
・県歯科医師会、県薬剤師会との協定に基づいた健康づくり
を推進した。
・健康保険委員を対象とした研修を協定４市（横浜市、川崎
市、相模原市、藤沢市）と実施した。
・「ピンクリボンかながわ」との共催による乳がん撲滅の啓発事
業を実施した。

重点取組テーマ 今後のテーマ

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

全国健康保険協会神奈川支部

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
■生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
・健診が健康づくりの起点であることから、健診受診率の向上に努める。
・特定保健指導については、利用機会の拡大を図る取組を実施し保健指導率の向上に努める。
・事業主等の健康づくりの意識の醸成を図り、さらに事業主を支援することで、従業員の健康の維
持・増進に努める。
・加入者の生活習慣病の重症化を防ぎ、医療費適正化及びQOLの維持を図るため、健診の結果、
要治療域と判定されながら治療していない者に対して、確実に医療に繋げる取組を進める。
・関係機関との連携を図り加入者の健康づくりを進めていく。

分野

第２ 期健康横浜２ １ 及びよ
こはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく ださ
い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

健診受診啓発

1年に1回特定健診を受ける

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

①100キロウォークは定着し毎月３００名前後が
参加している。今年度は通常コース（９キロ）の
他に、５キロコースも併設した。
②特定保健指導を保健師と外部委託により積
極的に実施し、対前年度３割増の見込み。ま
た、ダイエットプログラムの活用、スポーツクラ
ブ利用による特定保健指導モデル実施を行っ
ている。
③データヘルス計画の側面支援として、保健
事業の勉強会を４回（基礎・初級・中級・上級）
実施。
④被扶養者の特定健診受診率向上を目的とし
て、３年未受診者を対象にハガキによる受診勧
奨を行う。（１０月実施予定）
⑤事業主の健康づくり意識向上のため、「かな
がわ健康企業宣言」の宣言企業・認定企業を
大幅に増やした。また、事業主とのコラボヘル
ス支援として、「歯科予防」と「禁煙推進」の講
習会を実施。

実
績

①100キロウォークは参加者月平均２７５名で
年々減少傾向となっている。
②連合会実施の特定保健指導実績は３７６名
で、前年度３３３名の１３％増。ダイエットプログ
ラムは２４３名の参加で減量者率７２％。
③保健事業勉強会は４回予定通り実施。（基礎
３５名、初級１９名、中級１５名、上級５０名）
④被扶養者への受診勧奨ハガキは希望した３
健保３，８００枚発送。他の健保は独自に実施。
⑤かながわ優良企業認定は３８法人、健康経
営優良法人２０１９は３４法人が認定された。
歯科予防は講習会に２７健保出席、トライアル
参加１８２名。禁煙対策は講習会に３５健保出
席、４２名がトライアル参加。

達
成
度

Ｂ

最終目標 健康日本２１

40.5% 60.0%

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

健康保険組合連合会神奈川連合会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
１．特定健診・特定保健指導の国の目標達成。
２．かながわ健康企業宣言事業の拡大。
３．共同保健事業の拡大。

分野

行動目標

中間地点

健
康
横
浜

①毎月第４土曜日、１００キロウォーク（１年間で１００キロ歩く）を
実施しており、２５年度から２８年度の４年間で４８回実施、計１
６，７０２名（年間４千人以上、１回平均３４８名）が参加した。こ
のイベントもすっかり定着し毎回盛大に実施しているが、６０歳
代以降の参加者が多く、若い世代の参加、子供も楽しめる
（ファミリーコースの併設等）企画も必要と考えられる。

②特定保健指導促進のため、特定保健指導機関として登録し
ている。
要請のある健保組合に対し、共同設置保健師が指導を実施し
ている。
また、指導実践者のスキルアップ勉強会や、４０歳未満の健康
教育、ポピュレーションアプローチとして各種セミナーの実施に
も取り組んでいる。

③講習会については、年２回（健康増進テーマ:10月、疾病予
防テーマ:3月）定着して実施してきた。４年間で健康増進テー
マは計２８２名（１回平均７０名）、疾病予防テーマは計３２４名
（１回平均８１名）と、毎回関心は高く今後も継続していきたい。

④健保組合からの要請による講話等は、共同保健師が組合に
出向いて要請テーマ（睡眠・熱中症・食生活改善・メンタルヘ
ルス等）の講話やセミナーを実施、年々要請が増加しており今
後も推進していきたい。

重点取組テーマ 今後のテーマ

19.7% 21.9%

Action１特定健診・がん検診、Action３糖尿病等の重症化予防

関連する指標

特定健診受診率（40歳以上の横浜市国民健康保険加入者）

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及びよ
こはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく ださ
い。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

運動（働き・子育て） 運動（稔り）

定期的に運動する／あと、1000歩歩く 歩く、外出する

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

■各区スポーツセンター※における、ウオーキングイベントの実
施およびステーション機能の拡充。
■2018年度横浜マラソンに向けた「横浜マラソンチャレンジ枠」
事業を各区スポーツセンター※で実施。
■子どもから高齢者まで幅広い年齢層を対象とした各種ス
ポーツ教室の開催。
■保育園や小学校に向けた子ども体力向上事業プログラム（リ
ズムジャンプや身近なものを使った運動遊び等)の提案と派遣
指導等の実施。
■各区スポーツセンター※における医事相談(内科･整形)の開
催。
■より良い歩行に向けた姿勢測定会や姿勢デザイン教室を各
区スポーツセンター※で実施。
■ヨコハマさわやかスポーツ普及事業、横浜市スポーツ人材活
用システムを通じた運動支援や、区体育協会・総合型地域ス
ポーツクラブの活動支援。
※青葉･港北除く１６区

実
績

■各区※スポーツセンターにおいて、親子や防災、商店街と
いったテーマ別ウオーキングを企画、実施した。また、ウオーキ
ングステーションとしてポールの貸出やストレッチ体操の紹介な
ど行った。
■横浜マラソンチャレンジ枠として、各区※スポーツセンターに
おいて栄養講座や足型測定、ストレッチ体操の講座を行った。
■幅広い世代に向け、託児サービスや文化教室の開催など、
より参加しやすく様々な興味に応える教室を実施した結果、約
1,095,000人の参加があった。
■保育園においては、はつらつキンダー事業として様々な運
動遊びを行い、約5,800人の園児が参加した。また、リズムジャ
ンプを活用した事業には約20,000人の児童が参加した。
■医事相談は各区※スポーツセンターにおいて、内科・整形外
科合わせて37回開催し、約300人が参加した。
■各区※スポーツセンターで姿勢測定会を行い、約600人の計
測と、より良い歩行に向けたアドバイスを行った。
※青葉・港北を除く
■18区全てに連携担当者を配置し、ヨコハマさわやかスポーツ
普及事業を始めとした地域事業の支援を行い、人材活用シス
テム登録者による活動参加者数は、約650,000人となった。

達
成
度

Ｂ

最終目標 健康日本２１

①男子：49.7%　女子：25.8%
②男性46.8％、女性41.7％
③全体26.8%、男性25.4%、

女性27.5%

④男性46.9％、女性34.6％
⑤全体46.0％、男性
60.9％、女性33.3％

①増加傾向②男50%、女50%③全
34％、男36％、女33％④男50％、
女40％⑤全52％、男58％、女48％

①－②－③全34%、男36%、女
33%④－⑤全52％、男58％、女
48％

横浜市体育協会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
■市民参加型の事業において、加盟団体や当協会内部の連携を強化し、参加機会の拡大を
図ります。
■当協会が実施する教室やイベント等を通じて、スポーツに触れ、参加する機会の充実を図り
ます。
■アウトリーチ事業等の実施エリアを拡充させ、身近な地域におけるスポーツ機会の充実を図
ります。

分野 運動（育ち・学び）

行動目標 毎日楽しくからだを動かす

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

中間地点

健

康

横

浜

・ウオーキングイベントは、25年度から毎年開催し、4年間で
17,240人が参加。毎年参加者数は増加しており、平成26年度
からは、毎年3,000人程度参加人数が増えている。また、独自
のウオーキングコースを設置し、ウオーキングステーションとし
ての役割を担った。（16施設）

・横浜マラソン大会のチャレンジ枠事業として、3施設は区と共
催として事業を実施。その他の13施設は、栄養講座や大会に
向けたランニング講座などをプログラムに取り入れ、ランニング
推進の事業を実施した。（16施設）

・子どもから高齢者まで幅広い年齢層を対象に各種スポーツ
教室を実施した。平成25年度は1,005,000人の参加者数で
あったが、平成27年度には1,107,000人の参加者で102,000人
増えた。年々参加者数が増加している傾向であり、健康に対
する関心が高まっていると考えられる。（16施設）

・保育園や子ども体力向上事業では、保育園長会や小体研会
（小学校）などに積極的にＰＲを実施し、プログラムに関心を持
つ、園や学校が増えてきている。（18区）

・医師会と連携をして、医事相談や野球肘事業を継続的に実
施をした。平成29年度も実施している。

①男子：49.7%　女子：25.8%
②男性46.8％、女性41.7％
③全体26.8%、男性25.4%、女

性27.5%

④男性46.9％、女性34.6％
⑤全体46.0％、男性60.9％、女性33.3％

重点取組テーマ 今後のテーマ

Action６よこはま健康スタイル、Action８ロコモ／フレイル・オーラルフレイル

関連する指標

①運動やスポーツを週3日以上行う小学5年生の割合②20～64歳で１日の歩数が男性9,000歩以上、女性8,500歩以上の者の割合③20～64歳で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続
④65歳以上で１日の歩数が男性7,000歩以上、女性6,000歩以上の者の割合⑤65歳以上で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

食生活

バランスよく食べる
野菜たっぷり、塩分少なめ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

（１）横浜市委託事業の世代別対象に「育ち・学びの世代」・
「働き・子育て世代」・「稔りの世代」の各区ごとの特性を生かし
た健康づくり講座を開催
（２）世代別に取り組む生活習慣病予防のためのスキルアップ
事業として「若者世代」には食事の楽しさを！「働き世代」には
食習慣の見直しを！「高齢世代」には第３の居場所を！を目
標に食生活の問題点の改善を図る。
（３）「おやこの食育教室」・「生涯骨太クッキング」・「男性のた
めの料理教室」・「やさしい在宅介護食教室」などの活動も引
き続き展開
（４）私たち自身も学びながら常に新しい感覚を持って・区民ま
つり・子育てグループ・地域ケアプラザ等の食育啓発普及活
動に協力し、地域に根差した食生活の改善に取り組む
（５）ウオーキング活動は、各区ごとに季節にあったコースや回
数を設定し会員・地域住民とともに楽しい活動を展開

実
績

（１）横浜市委託事業各世代ごとの健康づくり講座　計216回
開催
（２）世代別に取り組む生活習慣病予防のためのスキルアップ
事業　計37回開催　若者世代の食生活の実態の一部を知る
ことが出来、今後の活動の方向性が見えた。
（３）「おやこの食育教室」をはじめとする日本食生活協会事業
を各区ごとの特性を生かした事業を開催した。幼いころからの
食育の重要性を実感し、今後の活動に生かしたい。
（４）私たち自身も常に新しい感覚を持って、区民まつり・健康
フェア・地域ケアプラザに協力するなど、地域に根差したきめ
細かい食育活動を行なった。
（５）ウオーキング活動は各区ごとに会員・地域住民とともに楽
しさを重点に開催した。

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

③76.9%
①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

横浜市食生活等改善推進員協議会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業 ・「育ち・学び（若者）世代」に朝食欠食の改善・食事バランスの大切さを知って貰う。
・「働き・子育て世代」に食生活の改善・生活習慣病予防の大切さを学んで貰う。
・「稔りの世代」に低栄養の予防・第３の居場所であるシニアカフェの確立
・全世代に「野菜摂取量の増加」と「減塩」を推進する。

分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

①94%
②271g、10.7g／

男性40.6%女性42.1%
③67.7%

①93.3%
②287g、10.3g／

男性41.3%女性44.5%

中間地点

健

康

横

浜

・25年度から
第２期健康横浜２１の推進に即した健康づくり講座を世代別対
象に計８５４回開催した。アンケート結果などから普段の食習
慣の振り返りができた、生活習慣をを変えるきっかけとなった等
の意見が見られ一定の成果を上げた。
・おやこの食育教室・生活習慣病予防講座・男性のための料
理教室等、内容・対象者を特定した講座を開催する中で、若
者の朝食欠食率の改善を重点に置いた活動も行っている。
・区民まつり・小・中学校・子育てグループ・地域ケアプラザ・地
区センター等の食育啓発普及活動に協力し地域に根差した
活動を推進した。
・上記の事業やイベントの参加者及び家庭訪問により味噌汁
塩分濃度チェック及び対象別啓発チラシ配布を継続的に行っ
ている。
・ウオーキング活動については、各区ごとに季節にあったコー
スや回数を設定し会員・地域住民とともに楽しい活動を常時展
開している。

Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

①朝食を食べている小中学生の割合②１日の野菜摂取量・食塩摂取量／主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の割合
③60歳代でなんでも噛んで食べることができる者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく だ
さい。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」■「稔りの世代」

健診受診啓発

1年に1回特定健診を受ける

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

①国保保険者及び後期高齢者医療広域連合におけるデータヘルス推進への取組
・改正国保法の施行により、新たに国保保険者となった神奈川県や県保健福祉事務所と連携を図り、保
険者等（後期高齢者医療広域連合を含む）のデータヘルス計画がＰＤＣＡサイクルにより効果的かつ効率
的に推進できるよう、有識者で組織する保健事業支援・評価委員会により個別に計画の評価・助言を行
う。
・レセプト・健診データを活用した「ＫＤＢシステム」が、今年度リリースした新機能（個別保健事業への対
応）について、今後（来年度から）、保険者等が有効活用してもらうことを目的とした研修会を実施する。ま
た、第二期データヘルス計画策定等にかかる各種データの作成についても引き続き支援を行う。

②特定健診受診促進への取組
・在宅保健師の派遣事業として、今年度から特定健診の受診勧奨だけでなく特定保健指導の利用勧奨
も行い、引き続き受診率向上・実施率向上の支援を行う。
・広報事業として、新聞広告・ラジオＣＭを使った受診勧奨や健康まつり等で使用する「ポケットティシュ」
を作成する。また、本会が事務局を務める保険者協議会で「健診受診率向上ポスター」を作成し、県・郡
市医師会を通じて県内医療機関に配布する。

③健康づくり促進への取組
・健康増進に関するパンフレットの作成・配布や、保険者が実施する健康まつり等に対して、在宅保健師
の派遣や健康測定機器の貸し出しを行い、保険者の健康づくり促進に向けた取組を支援する。

実
績

① 国保保険者及び後期高齢者医療広域連合におけるデータヘルス推進への取組
・横浜市の「第２期データヘルス計画」について、有識者で構成する「保健事業支援・評価委員会」や政
令市を対象としたブロック別研修会により、特定健診未受診者への勧奨方法や糖尿病の重症化予防等、
効果的かつ効率的な事業の推進に向けた、事業の評価や助言を行った。
・レセプトや健診データを活用した「ＫＤＢシステム」については、市町村職員・保健師を対象とした研修会
を開催し、被保険者に対する個別の保健事業に活用するために新たに実装された機能について、具体
的な内容や操作方法について説明し、この新規機能を有効活用できるよう周知を図った。

② 特定健診受診促進への取組
・在宅保健師派遣事業として、未受診者への受診勧奨をサポートするため、瀬谷区に対して、在宅保健
師１名を13日間派遣し、電話による受診勧奨を行った。
・広報事業として、新聞広告を４回、ラジオＣＭをＡＭ放送で34回、ＦＭ放送で32回実施した。また、健康
まつり等で使用する「ポケットティシュ」を作成し、本庁に9,000個と18区へ65,500個、を配布した。
・本会と神奈川県が共同事務局を務める「保険者協議会」において、「特定健診受診率普及啓発ポス
ター」を作成し、横浜市内21ヶ所の郡市医師会へ約2,400枚を配布した。

③ 健康づくり促進への取組
・健康増進に関するパンフレットとして、運動をテーマに作成し、本庁と保土ヶ谷区へ合計1,500部配布し
た。
・横浜市の健康まつり等への支援として、8区に対して27回の健康測定機器の貸し出しや、10区に対して
12回の在宅保健師を派遣した。

達
成
度

A

最終目標 健康日本２１

40.5% 60.0%

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

神奈川県国民健康保険団体連合会 横浜市国民健康保険特定健康診査等実施計画

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
①特定健診受診率向上、特定保健指導実施率向上、糖尿病重症化予防に向け、在
宅保健師の派遣、保険者向け研修会、広報事業を実施する。

②保険者等（後期高齢者医療広域連合を含む）が策定したデータヘルス計画の効果
的かつ効率的な推進に向け、有識者で構成する「保健事業支援評価委員会」による
評価・助言の実施や、個別保健事業に必要となるレセプトデータと健診データを活用
した「ＫＤＢシステム」を保険者に提供する。

③保険者が実施する「健康まつり」等の健康づくり事業に対して、必要（人・物）な支
援を行う。

分野

行動目標

中間地点

健

康

横

浜

①国保保険者及び後期高齢者医療広域連合における
データヘルス推進への取組結果
・県保健福祉事務所での研修に、国保と衛生の両担当
が参加することで、連携した計画策定が計られ、進捗管
理表や事業別ワークシートの作成・活用により、地域特
性が似ている市町村同士が研修に参加することで、共
通課題への対策検討に繋がることができたので、政令
市、国保組合、広域連合についても研修会の調整を
行っていく。
・ＫＤＢについては、平成26年1月から県内全保険者に
運用を開始して以来、データ活用のための集合研修や
保険者訪問等の端末操作研修等を実施しており、平成
27年度からは独自の拡張ツールの「保健事業支援シス
テム」を配布し更なる利便性向上に努めてた。平成28年
度は、「データヘルス計画」策定に活用いただくデータ
の抽出・加工など提供の支援をおこなっている。また、
後期高齢者については後期ユーザーＩＤを保険者へ配
布し、後期データの保健事業への利活用も進めている。

②特定健診受診促進への取組
・未受診者受診勧奨等の保険者支援事業としては、平
成25年度から28年度で延べ35保険者が活用しており、
電話での受診勧奨後に健診受診につながった割合は、
27.6%(25～27年度平均)と高い。日中の活動で不在が多
いが、留守電へメッセージを残した効果もみられている。
引き続き、活用保険者の取り組みを情報共有していき、
受診率向上の支援をしていく。

③健康づくり促進への取組
・健康パンフレットの作成や配布、神奈川県在宅保健師
会「いちょうの会」の保健師派遣など、保険者出席の会
議で未活用保険者への周知を行い保険者の健康づくり
促進に向けた取組の強化を行っていく。

重点取組テーマ 今後のテーマ

19.7% 21.9%

Action１特定健診・がん検診、Action10データ活用

関連する指標

特定健診受診率（40歳以上の横浜市国民健康保険加入者）

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２
１ 及びよこはま健
康アクショ ンStage
２ に関連する取組
方針、 目標を記載
してく ださい。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

たばこ

禁煙にチャレンジ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

1)横浜市禁煙支援事業研修会の開催
研修会参加人数：１６９名
禁煙支援薬局認定数：１４４薬局

２）各区健康まつりの薬剤師会ブースにて、禁煙相談、一酸化炭素濃
度測定、リーフレットの配布

３）学校薬剤師による小・中学生の飲酒、喫煙防止及び、薬物乱用防
止教室の実施

４）各区行政が実施している禁煙支援事業の広報、チラシの配布

５）薬草探索健康ウォーキング横浜の開催

実
績

1)横浜市禁煙支援事業研修会の開催
　研修会参加人数：１６９名
　禁煙支援薬局認定数：１４４薬局
　相談報告件数：２８６件

２）各区健康まつりの活動
港北・緑・戸塚・栄・瀬谷・西・南・旭区の８区にて、禁煙相談、肺年齢
相談、呼気ＣＯ濃度測定、血管年齢測定を実施
その他の区においても、おくすり相談、リーフレット配布、セルフメディ
ケーションの推進活動において実施

３）学校薬剤師による小・中学生の飲酒、喫煙防止及び、薬物乱用防
止教室の実施
   小中学校全５１１校のうち、約１８０校で講演を実施した。

４）全１８区薬剤師会へ今後の活動資料として行政が行う禁煙支援事
業を情報提供した。

５）薬草探索健康ウォーキング横浜の開催
　２０１８年１１月３日　戸塚区舞岡公園にて開催　参加者４８名

達
成
度

Ｂ

最終目標 健康日本２１

①19.7％
②男性33.8％　女性38.9％

③家庭9.4％、職場14.9％、
飲食店35.7％、行政機関

6.6％、
医療機関0.54％

④男性31.1％、女性12.2％

①12％②80％③家庭9.4％、
職場14.9％、飲食店35.7％、行
政機関6.6％、医療機関0.54％
④男性31.1％、女性12.2％

①12％②80％③家庭3％、職場0％、飲食
店15％、行政機関0％、医療機関0％④－

横浜市薬剤師会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業 ・横浜市禁煙支援薬局数を２００薬局へ増加する。
・学校薬剤師による未成年の喫煙防止教育の推進
・禁煙外来医療機関との連携を深め、禁煙外来受診率を増加させる。
・薬草探索健康ウォーキングの参加人数を増やし、健康づくりを実践するきっかけを提供する。

分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

①20.0％
②男性33.3％　女性41.0％

③家庭9.9％、職場14.7％、
飲食店41.8％、行政機関

5.6％、
医療機関0.6％

④男性29.9％、女性10.5％

中間地点

健

康

横

浜

①横浜市禁煙支援薬局事業を平成22年度より開始し、延2200
名の相談が有りましたが、ここ数年は100名/年の相談に留まっ
ています。支援登録薬局は28年度155店舗。今後、禁煙相談
やOTC医薬品の禁煙補助剤の販売などセルフメディケ－ショ
ンをサポ－トする役割を担っていきます。また、COPDの認知
度を高める啓発についても取り組んで行きます。
②薬草探索健康ウォーキング事業を平成27年度から2回開催
して、計100名が参加。毎回参加希望者が多いのですが、80
代以降もいることから安全性から定員50名で実施しています。
③「薬物乱用防止キャンペーン」事業の啓発イベント会場にお
いて、禁煙支援相談や肺年齢測定等の実施(28年度52件)
④学校薬剤師による小学校・中学校での薬物乱用防止教育
やお薬適正使用教育の実施。「薬物乱用防止教育横浜型プ
ログラム」を教育委員会と共同作成し学校での授業を行いまし
た。
⑤各区の健康まつりや区民まつりにおいてお薬相談や禁煙支
援相談等の実施（27年度:お薬の相談は18区で開催、禁煙相
談は9区鶴見,中,南,旭､磯子,金沢,青葉,戸塚,泉区。28年度:
お薬の相談は17区で開催（泉区以外）、禁煙相談は6区神奈
川､南､旭、磯子、戸塚、瀬谷区で開催）
⑥区福祉保健センターや横浜シニア大学と連携し、高齢者の
お薬適正使用についての講演を実施。（各18区で受講者や関
係に高齢者のお薬適正使用の資料を835部配布）
⑦「よこはまウォーキングポイント」への参加と広報（会報になど
に参加と市民に向けての資料を薬局内で掲示）

Action９受動喫煙防止の取組

関連する指標

①成人の喫煙率②COPDの認知率③日常生活の中で受動喫煙の機会を有する者の割合④未成年と同居する者の喫煙率

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

検診受診啓発 健診受診啓発

定期的にがん検診を受ける 1年に1回特定健診を受ける

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

活動テーマ
【主要テーマ】
「地域の健康づくり」
【サブテーマ】
・特定健診・がん検診の普及啓発【重点取組テー
マ】
・ウオーキングポイント事業とスタンプラリー事業へ
の協力と推進
・禁煙・分煙・受動喫煙防止の推進
・ロコモ対策の推進
・認知症について（理解と予防）

＊今年度は５つの取組の中で、特定健診・がん検
診の啓発活動力に入れ、地域住民に対し、様々な
機会を通して普及啓発活動を行い、健診率向上に
つなげていく。

実
績

今年度は５つのサブテーマを設けたが、その中で
特に特定健診・がん健診の啓発活動に力を入れ
た。
（１） 連合町内会や町内会、自治会役員会におい
て「今年から特定健診の受診料が無料になった」こ
との周知と受診啓発の協力を要請した。
（２） 区民祭りや地区ごとのイベントでは「健康測定
会」などを通じて幟を掲げたり、案内ちらしを配布し
受診を訴えた。
（３） 駅前やスーパーの前などでもポケットティッ
シュや花の種を配り特定健診やがん検診の啓発活
動を行った。

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

①21.9% ②男性41.7%、女性30.8％
③全体24.3％、男性

26.7％、
女性21.4％

①40.5%②50％③全体34%、
男性35%、女性33%

①60％②歩数の平均が男性
9,000歩、女性8,500歩③全体

34%、男性36%、女性33%

重点取組テーマ 今後のテーマ

①19.7% ②男性46.8％、女性41.7％
③全体24.6%、男性27.1%、

女性21.7%

Action１特定健診・がん検診、Action６よこはま健康スタイル、Action７地域活動を通した健康づくり、Action８ロコモ予防/フレイル・オーラルフレイル

関連する指標

①特定健診受診率（40歳以上の横浜市国民健康保険加入者）②20～64歳で１日の歩数が男性9,000歩以上、女性8,500歩以上の者の割合③20～64歳で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
第２期健康横浜２１の目標に向けて健康福祉局、区福祉保健センターと連携を密にし
ながら、年度ごとに活動の振り返りと年度目標進捗管理を行い市の目標達成をはか
る。

運動

あと1,000歩歩く/定期的に運動す
る

分野

行動目標

横浜市保健活動推進員

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

中間地点

健

康

横

浜

重点取組テーマ「地域の健康づくり」
① 横浜健康スタイル事業への協力と推進
　＊よこはまウオーキングポイント事業
　　・２６年～２７年は保健活動推進員の事業への積極的参加に力を
入れ、その後も改選ごとに新しく推進員になられた方の参加促進に
力を入れ、２９年前半には殆どの推進員が事業に参加している。また
併せて各種イベントや町内会自治会活動や地区活動の中で推進員
が地域住民に積極的に働きかけ、参加促進をはかった。２８年以降
は、歩くことが少ない高齢者にも働きかけ、歩くことの楽しさを実感し
てもらい事業に参加していただけるよう力を入れている。
　＊よこはま健康スタンプラリーについては、保健活動推進員が主催
する健康づくり活動団体がこの事業に加わりそこに参加する方にラ
リーの趣旨を説明しハガキ投函につなげた。
　●当初の目標値はほぼ達成したが、今後は市民の中で事業に参
加している人とそうでない人で、健康格差を生じないようどのような方
策を講じていくか求められてくる。
② 禁煙・分煙・受動喫煙防止の推進
　＊各種イベントにおける受動喫煙防止啓発チラシの配布
　＊小学校における出前喫煙防止講座の開催
　●神奈川県の喫煙防止条例が出来るまでは、区内の飲食店を訪
問しての実態調査を行ってきた。この条例施行により市内も禁煙・分
煙・受動喫煙防止の推進が図られるようになって　きた。今後は喫煙
者を減らすために行政と連携してタバコを吸わない人を増やす支援
啓発活動が必要である。
③ 特定健診、ガン検診の普及啓発
　＊「市、区の保健活動推進会だより」に特定健診、ガン検診の記事
を掲載し、市民に読んでもらうことで普及啓発をはかった。
　＊各種イベントや健康測定会を開催し、その中でマンモモデルを用
いて乳がん自己触診体験を通じた啓発を実施。さらに事業者と連携
した特定健診の受診勧奨や各種測定の実施。
　●それでも横浜市の受診率は全国でも最低レベルにあり、さらなる
方策を考えていきたい。
④ ロコモ対策の推進
　＊地域のイベントや健康教室などでロコモ測定機器を活用したロコ
モ啓発を実施し、併せてロコモ予防体操を推進。
　＊一部の区では行政と連携し「乳幼児健診」時に福祉保健センター
に来られる母親を対象に立上がりチェックなどのロコモ度チェックを実
施。
　●ロコモというとすぐ高齢者ということが頭に浮かぶが、若い世代の
働きかけがより大切である。今後はこれらの世代に対しての啓蒙や測
定機会を積極的の設ける必要がある。
⑤ 認知症の理解と予防
　＊元気づくりステーション事業や筋トレグループとの連携など日々
の活動を通じた認知症の理解や予防啓発を行った
　●今後は認知症にならないための医学的知見にもとづいた予防活
動に力を入れていきたい。

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく だ
さい。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

たばこ

禁煙にチャレンジ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

・世界禁煙デーに呼応した講演会の開催
・健康増進法一部改正に関する普及啓発への協力
・禁煙・受動喫煙防止講演会（学校・地域）への協力
・健康チャレンジフェアかながわ等への参加
・かながわ卒煙塾、かながわ卒煙サポートセミナーへの協力

実
績

【講演会(6/3)の開催】
  テーマ：「受動喫煙防止対策の動向（国・神奈川県・藤沢
市）」「行政を動かすためのタバコ対策活動のノウハウ」
【健康増進法改正に関する普及啓発への協力】
  神奈川県公衆衛生学会シンポジウム「これからの受動喫煙
防止対策の進め方」への協力（企画立案。司会及び講師派
遣）(11/21)
【受動喫煙防止講演会】（集計中）
【健康チャレンジフェアかながわ(12/1)への参加】
  ブース出展（禁煙相談・スモークアナライザーによる啓発）
【かなざわ卒煙塾・かながわ卒煙サポート】
  卒煙塾6回(一般1回、企業等5回)、卒煙サポート1回　講師
派遣

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

①19.7％
②男性33.8％　女性38.9％

③家庭9.4％、職場14.9％、
飲食店35.7％、行政機関6.6％、

医療機関0.54％
④男性31.1％、女性12.2％

①12％②80％③家庭9.4％、職場
14.9％、飲食店35.7％、行政機関
6.6％、医療機関0.54％
④男性31.1％、女性12.2％

①12％②80％③家庭3％、職場
0％、飲食店15％、行政機関0％、医
療機関0％④－

禁煙・受動喫煙防止活動を推進する神奈川会議

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
喫煙が、がん、循環器疾患、呼吸器疾患などの生活習慣病を惹き起こす最大の危険因子であることか
ら、禁煙・受動喫煙防止活動を推進することにより、育ち・学びの世代の「受動喫煙を避ける」働き・子育
て世代及び稔りの世代の「禁煙にチャレンジ」といった目標を達成し、健康長寿の延伸に貢献する。

分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

①20.0％
②男性33.3％　女性41.0％

③家庭9.9％、職場14.7％、
飲食店41.8％、行政機関

5.6％、
医療機関0.6％

④男性29.9％、女性10.5％

中間地点

健

康

横

浜

・２５年度から２８年度の４年間で、本会会員が、禁煙・受動喫
煙防止に関して講演・研修会を実施したは、学校・地域・産業
保健の分野をあわせると約440回を数える。学校での講演に
関しては、学校長・養護教諭の理解による温度差があるよう
だ。産業保健分野では中小規模の企業の従業員の喫煙率は
まだ高い。今後関係団体等と協力し、働きかけを進めてていく
必要がある。

・イベント等で禁煙相談を実施しているが、以前と比較し、喫
煙者が減少していることを実感する。今後も引き続き、関係団
体と連携を深めて地道に、継続的に活動を展開していく。

・平成２７年５月３１日の世界禁煙デーに神奈川新聞の１面全
面意見広告を出したが、毎年実施することは困難である。今
後、禁煙・受動喫煙防止についての広報、啓発活動をどのよ
うに展開していくか、検討していく必要がある。

Action９受動喫煙防止の取組

関連する指標

①成人の喫煙率②COPDの認知率③日常生活の中で受動喫煙の機会を有する者の割合④未成年と同居する者の喫煙率

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

食生活 運動

バランスよく食べる
野菜たっぷり、塩分少なめ

あと1,000歩歩く/定期的に
運動する

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

①安全に関する研修会へ参加
よこはま学校食育財団講演会・横浜のこども
お弁当コンクールの後援・周知も行い、お弁
当コンクールにおいては年を追うごとに
参加者も増え、食育に対する興味関心を
持っていただけるようになってきた。
②日本ＰＴＡ全国研究大会新潟大会におい
て、食の安全・安心についての分科会参加。
各大会ごとに視点も代わり、勉強になってい
る。参加者は報告書を作成し、各区P連へ
配付し、情報共有をしている。
④指定都市・北九州大会において市P連役
員代表が地域防災等を学ぶ。今回は、札幌
市ＰＴＡの方々が地震被害により参加を断
念。札幌市ＰＴＡよりメッセージをいただき改
めて、考えることが多かった。災害にかかわる
貴重な情報も多く、横浜にも生かせる
よう役員会等でも継続的に話し合いを重ねて
いる。
⑤中学校・ハマ弁についての最新情報を市
教委よりいただき、保護者への積極的な説
明。又、意見交換等を行い、改善点や利点
など確認し、子どもたちへの昼食がより良いも
のになるよう活動を行っている。

実
績

①安全に関する研修会へ参加
よこはま学校食育財団講演会・横浜のこども
お弁当コンクールの後援・周知も行い、
今年度も参加者が増え、食育に対する興味
関心を引き出した。
②日本ＰＴＡ全国研究大会新潟大会におい
て、安全・安心についての分科会に参加。報
告書を作成し、各区部へ配付。理事会にて
報告会も開催した。

④指定都市・北九州大会において市P連役
員代表が地域防災等を学ぶ。理事会にて報
告を行い、災害にかかわる貴重な情報を共
有できた。
⑤中学校・ハマ弁についての最新情報を市
教委よりいただき、保護者への積極的な説
明。又、意見交換等を行い、改善点や利点
など確認し、子どもたちへの昼食がより良いも
のになるよう活動できた。

達
成
度

Ｂ

最終目標 健康日本２１

③男性41.7、女性30.8％
④全体24.3％、男性
26.7％、女性21.4％

①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③50％④全体34%、男性
35%、女性33%

①100％②350ｇ・８ｇ/80％③歩数
の平均が男性9,000歩、女性8,500
歩④全体34%、男性36%、女性33%

①94%
②271g、10.7g／

男性40.6%女性42.1%

③男性46.8％、女性41.7％
④全体24.6%、男性27.1%、

女性21.7%

①93.3%
②287g、10.3g／

男性41.3%女性44.5%

中間地点

健

康

横

浜

①安全に関する研修会へ参加
毎年、研修会や講演会等に積極的に参加し、会員相互の意
思義向上に努めている。
市P連役員参加の研修会等の場合は、理事会を通して、単位
PTAまで広く伝わるよう
情報発信に心がけた。よこはま学校食育財団講演会・横浜の
こどもお弁当コンクールの後援・周知も行い、お弁当コンクー
ルにおいては、既に三回目となり、回を重ねるごとに
参加者も増え、食育に対する興味関心を持っていただけるよう
になってきた。
②毎年、日本ＰＴＡ全国研究大会において、食の安全・安心に
ついての分科会参加。
各大会ごとに視点も代わり、勉強になっている。参加者は報告
書を作成し、各区P連へ
配付し、情報共有をしている。
③毎年、関東ブロッ大会において、健康教育についての分科
会等に参加、日P同様、
各区P連へ情報共有をしている。
④毎年、指定都市大会において市P連役員代表が地域防災
等を学ぶ。ここ数年は、
東日本大震災にかかわる貴重な情報が多く、多くの事を学ん
でいる。横浜にも生かせる
よう役員会等でも継続的に話し合いを重ねている。
⑤健康福祉局事業への積極的協力。ウォーキングの推進
（ウォーキングポイント事業に参画）・各単Ｐへの申込方法の周
知・申込みの実施、参加者への直接PRをした。このPRに
より、100名近くの応募があったと聞いている。効果があった。

Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

①朝食を食べている小中学生の割合②１日の野菜摂取量・食塩摂取量／主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の割合
③20～64歳で１日の歩数が男性9,000歩以上、女性8,500歩以上の者の割合④20～64歳で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業

子ども達の食生活に重点を置き、「早寝・早起き・朝ごはん」の推進と、親（保護者）の
健康に関わる生活改善等の充実を図る。

分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

横浜市PTA連絡協議会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標
第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

食生活

バランスよく食べる
野菜たっぷり、塩分少なめ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

28年度より内容をリニューアルし、『めざせ！健康寿命100歳～
農協ＤＥ脳強～』と題して開催。地域住民の概ね60歳以上の
元気な方を対象に実施している。
・より多くの方に参加頂けるようＪＡ横浜管内50店舗ある支店を
持ち
　回りし、6会場で（年6回）開催している。29年度参加人数は
327名と
　1回の定員50名を上回る参加人数であった。
・29年度までは参加費500円で地産地消弁当付講座としてい
たが、
 30 年度より800円に参加費を値上げして開催している。
・今後もアンケートを参考し、喜ばれる講座を開催していく。

実
績

6会場実施し参加者158名。
脳トレや地産地消弁当など参加者からは大変喜ばれる内容
だった。また、開催地区の区役所、地域ケアプラザ等の協力に
より組合員や地域住民の健康意識を高めることができた。
ただし、定員300名のところ申込182名、当日参加158名と52％
の参加率であった。
参加費500円（ワンコイン）から800円に値上げしたことも要因と
思われる。
～農協ＤＥ脳強～はインパクトがあるので、今後開催方法等は
検討し引き続き喜ばれる講座を開催していく。

達
成
度

Ｂ
実施内容はおおむね計画どおり実施することができた。
 参加人数が予定より大幅に低く残念な結果となった。

最終目標 健康日本２１

③76.9%
①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

JA横浜

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
めざせ！健康寿命100歳講座の継続によって組合員、地域住民の健康づくりの一助を担う。
組合員の検診受診率の向上をめざす。
子どもの頃から農業に親しみ、食農教育を通じて子供の健康づくりの普及啓発に努める。

分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

①94%
②271g、10.7g／

男性40.6%女性42.1%
③67.7%

①93.3%
②287g、10.3g／

男性41.3%女性44.5%

中間地点

健

康

横

浜

・24年度から実施している「健康寿命100講座」は内容や開催
会場を検討した結果、地域住民に定着した事業となり25年度
から28年度までの参加人数は766名となった。

 ・会場の工夫：当初は同会場で6回の内容で開催していたが
4年目からは3会場としたところ参加人数が大きく増加した。

・内容の工夫：当初、500円の受講料で外部講師による講座を
午後から行っていたが28年度より500円受講料で地産地消弁
当付き講座とした。講師は、キャラバンメイト資格取得者のＪＡ
職員がつとめ映像を使用した認知症予防の「脳活レクリエー
ション」に変更した。結果、座学が中心の講座となり1回の定員
も50名と増加し毎回定員を大きく超える申し込みがある。

 ・今後も毎回実施しているアンケートを参考に地域住民を対
象とした講座を開催していく。

Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

①朝食を食べている小中学生の割合②１日の野菜摂取量・食塩摂取量／主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の割合
③60歳代でなんでも噛んで食べることができる者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

運動（働き・子育て） 運動（稔り）

定期的に運動する／あと、
1000歩歩く

歩く、外出する

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

従来から続く「支え合い」「すこ
やか」面については、読者
ニーズも高いため、引き続き展
開していく予定。
運動催事「海道ウォーク」「サイ
クルチャレンジ」「ちびっこ駅
伝」についても継続し、2022年
度までに横浜市内での「開港
ウォーク」の実施へと繋げてい
く。
2021年に開催される「ねんりん
ピック」に向け、特集を掲載す
べく準備中。
メディカルセミナー、がん征圧
キャンペーン特集など既存の
セミナー、啓発特集を継続す
るほか、医療系の取り組みの
回数を増やしていきたい。

実
績

調整中

達
成
度

最終目標 健康日本２１

①男子：49.7%　女子：25.8%
②男性46.8％、女性41.7％
③全体26.8%、男性25.4%、

女性27.5%

④男性46.9％、女性34.6％
⑤全体46.0％、男性
60.9％、女性33.3％

①増加傾向②男50%、女50%③全
34％、男36％、女33％④男50％、
女40％⑤全52％、男58％、女48％

①－②－③全34%、男36%、女
33%④－⑤全52％、男58％、女
48％

（株）神奈川新聞社

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業 2021年に神奈川県内で開催される「ねんりんピック」に向けて機運醸成を図るため特
集紙面などの掲載を予定。翌22年には、「ねんりんピック」までの取り組みをこの大会
で終わらせなず、引き続き健康寿命の伸長、福祉の充実を啓発していく。
2022年度までに、横浜市内での運動催事「開港ウォーク」の開催を検討。

分野 運動（育ち・学び）

行動目標 毎日楽しくからだを動かす

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

中間地点

健

康

横

浜

・紙面啓発＝28年度からシニア読者層に対応した健康・医療・
福祉の専門面「支え合い」「すこやか」面を開設。週１回見開き
（火曜日付）で展開中。読者ニーズの高い紙面で、当面、同紙
面を維持する。現在のメイン企画は「介護の現場から」で神奈
川県内の地域包括ケアシステムについて注目されるモデル事
業などを紹介。地域での介護の担い手が紙面を活用し先進事
例などを学ぶ資料になるよう働きかけたい。
・医療・健康セミナー・催事などでの啓発＝年間に数回、５００
～１０００人規模のセミナー・座談会・関連催事などを実施。本
年度はがん制圧月間特集（９月、胃がんの早期発見）や県介
護フェア（１１月）、メディカルセミナー（２月）など。比較的に大
きな催事は参加希望が多いため、抽選による事前申し込み制
になっていることから小規模セミナーなどで漏れなくニーズに
対応することが課題。
・運動催事による啓発＝ウオーク、ランニング、自転車などのイ
ベントの実施。
ウオーク…ヨコスカ海道ウオーク（２８年度で４回実施。毎回
3,000～４０００人参加。横浜市民の参加は３割程度）、、大桟橋
マルシェ（２８年度に３回計６日間実施、来場８万人）
ランニング…ヨコハマ国際ちびっこ駅伝（２８年度までで２６回
実施、小学中・高学年対象、4,000～5,000人参加、日産スタジ
アム）
自転車…サイクルチャレンジ（２８年度までで３回実施、藤沢
市）
運動催事は既存の取り組みはさらに参加者を増やすように努
める。２９年度実施の親子ランニングイベント「大さん橋マラソ
ン」（１１月、3,000人規模）や自転車を活用したまちづくりシンポ
（11月）は着実に実施する。３０年実施予定の三浦半島サイク
ルチャレンジを具体化する。共催する神奈川マラソン、神奈川
駅伝は当社が継続するかは要検討。

①男子：49.7%　女子：25.8%
②男性46.8％、女性41.7％
③全体26.8%、男性25.4%、女

性27.5%

④男性46.9％、女性34.6％
⑤全体46.0％、男性60.9％、女

性33.3％

重点取組テーマ 今後のテーマ

Action６よこはま健康スタイル

関連する指標

①運動やスポーツを週3日以上行う小学5年生の割合②20～64歳で１日の歩数が男性9,000歩以上、女性8,500歩以上の者の割合③20～64歳で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続
④65歳以上で１日の歩数が男性7,000歩以上、女性6,000歩以上の者の割合⑤65歳以上で1日30分、週2回以上の運動を1年間継続

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

□「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

休養・こころ

睡眠とってしっかり休養

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

働き方改革の推進に向けた労働時間に関する法
制度等の理解の促進を図り、長時間労働の抑制及
び過重労働による健康障害防止対策を徹底する。
また、全国労働衛生週間横浜南地区推進大会等
各種会合や個別指導等により、職場におけるメンタ
ルヘルス対策を推進する。

実
績

平成３１年４月１日から順次施行される働き方改革
関連法の周知を重点課題とし、関係団体等と連携
した集団指導や訪問指導を実施した。また、全国労
働衛生週間横浜南地区推進大会等各種会合や個
別指導等により、職場におけるメンタルヘルス対策
の履行・定着に向けた指導を行った。

達
成
度

Ｂ

最終目標 健康日本２１

15% 15%

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

横浜南労働基準監督署

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業 働き方改革の実現に向け、最重点課題として取り組む。
心の健康づくり計画の策定事業場（50人以上の事業場）の割合を80％以上（2017年：70％）とす
る。
ストレスチェックの集団分析実施事業場の割合を85％以上（2017年：79.7％）とする。

分野

行動目標

中間地点

健

康

横

浜

・全国労働衛生週間横浜南地区推進大会において、平成２５
年度「職場のメンタルヘルス対策」（参加者３６６名）、平成２６
年度「ロコモティブシンドローム」（参加者４８７人）、平成２７年
度「ストレスチェック制度について」（参加者６５０人）、平成２８
年度「ストレスチェック制度をいかに健康増進につなげるか」
（参加者４５５人）と近年はストレスチェック制度（平成２７年１２
月１日施行）の啓発を主に行ったところ、平成２９年７月末にお
いて、ストレスチェック実施率が当署管内は、７８．２％（平均７
４．９％）であったことから少しは啓発の効果があったと考える。
・社会福祉施設については、全国的に事業場数が毎年、増加
しており、労働災害発生件数も１０年で２倍となっている。当署
では、横浜市と連携して講習会等を毎年、実施しているが、腰
痛等の労働災害発生件数は、横ばい状態である。今後も、事
業場数が増加することが見込まれることから、引き続き、横浜
市との連携を強化して、腰痛等の労働災害発生防止を推進す
る必要があると考える。

重点取組テーマ 今後のテーマ

男性38.2%　女性34.0% 男性40.2％、女性36.0％

Action２健康経営の推進、Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

睡眠による休養を十分とれていない者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく だ
さい。

以下から選択してく ださい。
A（ 目標以上に達成した）
B（ ほぼ目標どおり 達成した）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

歯・口腔

しっかり噛んで食後は歯磨き
定期的に歯のチェック

口から食べるを維持する

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取

組

◆保育所入所児童の歯科・口腔保健に係る事業
・横浜市保育所入所児童歯科健診の実施(本会会員に本事業の趣旨等の説明)
・保育士･看護師等のための歯の保健指導法研修会開催(10/25) 『口腔疾患の予防と口腔機能育に関する研修』対象　公立・私立保育所等に勤務する職員等
・保育所・幼稚園等の職員対象の乳幼児保健研修会の開催(平成30年度中実施予定)
・横浜市保育所等入所児童歯科健診事業健診医研修会の開催
◆横浜市歯と口の健康週間事業
・横浜市歯と口の健康週間中央行事の開催(6/10)他団体、多職種と連携し『のばそうよ　健康寿命　歯みがきで』実施、3000人強の来場者あり  口腔を通じ健康・食育に関する情報を発信
・横浜市18区における各区歯と口の健康週間行事の支援実施  18区と連携し、市民に対するｵｰﾗﾙﾘﾃﾗｼｰの向上を図る
◆横浜市妊婦歯科健診事業
・横浜市妊婦歯科健康診査の実施（横歯会員事務事業の支援）  妊婦歯科健診事業受診率向上を目的として市民啓発用ﾂｰﾙの開発
・横浜市妊婦歯科健康診査事業実施医療機関研修会開催協力（横歯会員・未入会者対象）
・横浜市妊婦歯科健康診査事業協議会へ参画
◆乳幼児歯科健診事業
・各区歯科医師会担当者会議の開催（乳幼児歯科健診に関わる内容を含む）
・乳幼児歯科健診マニュアル配布（横浜市歯科医師会員対象）
・乳幼児歯科健診内容含む研修会の開催
◆オーラルケア推進事業
・歯周病検診の実施
・横浜市歯周病検診実施医療機関研修会の開催
・オーラルケア懇談会への参画
◆横浜市介護予防事業
・元気づくりステーションにおける「口腔機能向上」「栄養改善」説明ツールの開発
・オーラルフレイル対策
◆生活習慣病重症化予防
・特定健診受診率向上に対する協力
・糖尿病・歯周病重症化予防啓発
◆横浜市食育関連事業
・横浜市食育プロモーション支援事業への協力 平成30年11月18日に食育フォーラムの開催予定
・横浜市食育フォーラムへ参画  多職種との連携（歯と口の健康週間行事において実施済）した事業展開
・災害時における口腔ケアの市民公開講座を開催し、児童・生徒たちの日頃の口腔ケアの習慣づけ

実

績

達

成

度
Ｂ

最終目標 健康日本２１

①87.5％②0.4歯
③26.6％

④男性45.2％、女性
56.0％

⑤76.9％⑥47.3％
①90%②維持・減少③維
持・減少④65％⑤80％⑥
50％

①－②－③25%
④65%⑤80%⑥50％

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

横浜市歯科医師会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
◆横浜市妊婦歯科健診事業
・横浜市妊婦歯科健康診査　横浜市歯科医師会会員による実施
　健康診査の質の向上
・妊婦歯科健診事業受診率向上を目的とした市民啓発
　啓発キャラクター『めばえちゃん』による広報活動
　ICTを活用した情報発信の確立

分野

行動目標

重点取組テーマ 今後のテーマ

◆保育所入所児童の歯科・口腔保健に係る事業
 ・横浜市保育所入所児童歯科健診の説明(本会会員に本事業の趣旨等の説明)  地区担当者協議会にて説明　開催日時：平成３０年９月２７日（木）
 ・保育士･看護師等のための歯の保健指導法研修会開催 　上記名称変更：口腔疾患の予防と口腔機能育成に関する研修  （公立・私立保育所等に勤務する職員等対象）テーマ：『口腔疾患の予防と口腔機能育に関す
る研修』 　開催日時：平成３０年１０月２５日（木）　参加者数：４０名
 ・乳幼児保健研修会の開催（保育所・幼稚園等の職員対象） 　開催日時：平成３１年２月７日（木）　参加者数：１２８名
 ・横浜市保育所等入所児童歯科健診事業健診医研修会の開催  開催日時：平成３０年５月１０日（木）　参加者数：２名
 ・歯科保健事業企画運営会議の開催
◆横浜市歯と口の健康週間事業
 ・横浜市歯と口の健康週間中央行事開催 　開催日時：平成３０年６月１０日（日）　参加者数：３，０５７名　※延べ人数 他団体、多職種との連携：神奈川県栄養士会・東京ガス・横浜Fマリノス　テーマ：『のばそうよ　健康寿
命　歯みがきで』  口腔を通じ健康・食育に関する情報を発信
 ・横浜市18区における各区歯と口の健康週間行事の支援実施
◆横浜市妊婦歯科健診事業
 ・横浜市妊婦歯科健康診査の実施　 受診者数：横歯会員　５，７０８名　未入会員　２，７８４名　　※平成３１年２月２０日現在
 ・妊婦歯科健診事業受診率向上を目的とした市民啓発用ﾂｰﾙの開発　妊婦歯科健診受診勧奨用ポスター・ストラップの作成　ポスター配布先：横歯会員・横浜市内調剤薬局（横薬協力）他 　啓発キャラクター『めばえ
ちゃん』
 ・横浜市妊婦歯科健康診査事業実施医療機関研修会への協力 　開催日時：①平成３０年９月１３日（木）　　　②平成３１年２月　７日（木） 　参加者数：①横歯会員　１８名　未入会員　１４名　②横歯会員　１６名　未入会
員　１８名
 ・横浜市妊婦歯科健康診査事業協議会への参画  開催日時：平成３０年１１月２９日（木）
◆乳幼児歯科健診事業
  ・乳幼児歯科健診にかかわる現状・対策等情報・データの共有 地区担当者協議会の開催　開催日時：平成３０年９月２７日（木）
  ・乳幼児歯科健診マニュアル配布（横浜市歯科医師会員対象　新入会員）
  ・乳幼児健診事業研修会の開催（乳幼児の歯牙脱落に関する新たな健診項目説明含む）  開催日時：平成３１年２月２１日（木）参加者数：６９名
◆オーラルケア推進事業
  ・歯周病検診の実施   　受診者数：１，０４８名　※平成３１年２月２０日現在
  ・横浜市歯周病検診実施医療機関研修会への協力  開催日時：平成３１年３月７日　出席者数：２８名
  ・横浜市オーラルケア推進に関する懇談会への参画 　開催日時：平成３１年３月７日（木）
◆横浜市介護予防事業
  ・元気づくりステーションにおける「口腔機能向上」「栄養改善」説明ツールの開発
  ・オーラルフレイル対策
  ・診療所で行う口腔機能向上研修会の開催  　開催予定日：平成３１年３月３１日（日）
◆生活習慣病重症化予防
  ・横浜市国民健康保険保健事業評価・向上委員会への参画　開催日時：平成３１年１月１６日（水）
  ・横浜市歯と口の健康週間中央行事にて特定健診受診勧奨ブースの設置
  ・横浜市歯科医師会会員診療所に特定健診受診勧奨用ポスター掲示
 ・ 糖尿病・歯周病重症化予防のための横浜市医科歯科連携事業の開始
◆横浜市食育関連事業
  ・横浜市食育フォーラムへの参画 　開催日時：①平成３０年９月１１日（火）　　②平成３１年３月２６日（火）
◆口腔粘膜疾患啓発事業  ・口腔粘膜疾患にかかわる研修会の実施  ・口腔粘膜疾患の啓発活動   ・事業に関する情報・データ等の共有
   　口腔がん検診地区担当者会議協議会   開催予定日：平成３０年３月１４日
  ・横浜市歯と口の健康週間中央行事開催 　平成３０年６月１０日（日）　ガムで噛む力チェックコーナー２００名（食育とヘルスプロモーションの観点）
  ・歯肉炎予防事業 　平成３０年６月２８日から平成３１年１月３１日まで１５５回巡回登録衛生士派遣　 小中義務教育学校及び特別支援学校における歯科教育の重要性を考慮し児童生徒に対する歯の大切さ及び 口腔内
の健康を通じた健康教育の推進を図った。
  ・食育フォーラム 　平成３０年１１月１８日（日） 　参加者１７９名　  内容　小児歯科から子どもの食を考える。学校で進める食育。（学校と家庭の連携を目指して）特別支援学校の食育について。よく噛んで良い姿勢で食べ
る指導。子供たちの成長・発達を歯科から考える。（学童期の食の課題について）

①83.9％②0.55歯
③21％

④男性42.5％、女性54.2％
⑤67.7％⑥36.2％

中間地点

健

康

横

浜

○保育所入所児童の歯科・口腔保健に係る事業
　・横浜市保育所入所児童歯科健康診査の実施
　・保育士・看護師等のための歯の保健指導法研修会の開催
　・保育所・幼稚園等の職員対象の乳幼児保健研修会の開催
　・横浜市保育所等入所児童歯科健診事業健診医研修会の
開催
○横浜市歯と口の健康週間事業
　・横浜市歯と口の健康週間中央行事の開催
　・横浜市18区における各区　歯と口の健康週間行事の支援
実施
○横浜市妊婦歯科健康診査事業
　・横浜市妊婦歯科健康診査の実施（横歯会員事務事業の支
援）
　・横浜市妊婦歯科健康診査事業実施医療機関研修会開催
協力（横歯会員・未入会者対象）
　・横浜市妊婦歯科健康診査事業協議会へ参画
○乳幼児歯科健診事業
　・各区歯科医師会担当者会議の開催（乳幼児歯科健診に関
わる内容を含む）
　・乳幼児歯科健診マニュアルの作成・配布（横浜市歯科医師
会・鶴見大学小児歯科学講座監修）
　・乳幼児健康診査事業研修会の開催
○オーラルケア推進事業
　・歯周疾患検診の実施
　・横浜市歯周疾患検診実施予定医療機関研修会の開催
　（※平成29年より歯周病検診に名称変更）
　・横浜市オーラルケアの推進に関する懇談会へ参画
○横浜市介護予防事業
　・ロコモ予防推進検討会へ参画
○各地区で実施している歯周病予防教室・食生活等改善推進
員事業等の把握
　・各区歯科医師会担当者会議の開催（各区福祉保健セン
ターにおける事業等の把握を含む）
○各地区で実施している介護予防事業等の把握
　・各区歯科医師会担当者会議の開催（各区福祉保健セン
ターにおける事業等の把握を含む）
〇横浜市食育関連事業
　・横浜市食育プロモーション支援事業への協力（食育フォー
ラムの開催）
　・横浜市食育フォーラムへ参画
○生活習慣病重症化予防
　・横浜市国民健康保険保健事業検討会への参画
　・横浜市データヘルス計画にかかわる検討会への参画

Action８ロコモ予防/フレイル・オーラルフレイル

関連する指標

①３歳児でむし歯のない者の割合②12歳児の１人平均むし歯数③40歳代における進行した歯周炎を有する者の割合④過去１年間に歯科健診を受けた者の割合
⑤60歳代でなんでも噛んで食べることのできる者の割合⑥80歳代で20歯以上自分の歯を有する者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

〇目標

乳幼児歯科健康診査事業の受診率の更なる向上、地域格差の是正、第2
子以降のう蝕罹患率減少、成長発育を鑑みた歯科口腔保健の推進

◆保育所入所児童の歯科・口腔保健に係る事業

・横浜市保育所入所児童歯科健診の質の向上

・保育士･看護師等のための歯の保健指導法研修会開催

・横浜市保育所等入所児童歯科健診事業健診医研修会の開催

・歯科保健事業企画運営会議の開催

〇目標

保育園歯科医の質の向上、保育所入所児童の歯科・口腔にかかわる情報

の蓄積と分析（健診データの活用）、保育所事業にかかわる職種との情報

の共有

◆横浜市歯と口の健康週間事業

・横浜市歯と口の健康週間中央行事開催

・横浜市18区における各区歯と口の健康週間行事の支援実施

〇目標

市民参加型のイベントとして正しい歯科口腔にかかわる情報発信、多職種

協働よるイベント

◆オーラルケア推進事業

・歯周病検診の実施

・横浜市歯周病検診実施医療機関研修会への協力

・横浜市オーラルケア推進に関する懇談会への参画

〇目標

歯周病検診受診率の向上（目標数値の設定）、検診結果の分析、特定健

診との連動（糖尿病のスクリーニング）、歯周病と全身疾患の関連に関す

る啓発活動の推進

◆横浜市介護予防事業

・元気づくりステーションにおける「口腔機能向上」「栄養改善」説明ツール

の開発

・オーラルフレイル対策

・診療所で行う口腔機能向上研修会の開催

〇目標

オーラルフレイルの予防ならびに対策の拡充、元気づくりステーションを軸

とした啓発活動の推進

◆生活習慣病重症化予防

・横浜市国民健康保険保健事業評価・向上委員会への参画

・横浜市歯と口の健康週間中央行事にて特定健診受診勧奨ブースの設置

・横浜市歯科医師会会員診療所に特定健診受診勧奨用ポスター掲示

・糖尿病・歯周病重症化予防のための横浜市医科歯科連携事業の開始

〇目標

歯科レセプトデータと他データとの比較・分析（KDB以外の方法の確立）、

データ分析による疾患の重症化予防のプログラムの作成、データを活用し

た医療費適正化事業の推進、糖尿病重症化予防への積極的参画、特定

健診・保健指導への積極的参画、特定健診受診率向上への協力

◆横浜市食育関連事業

・横浜市食育フォーラムへの参画

〇目標

各年代における問題点の抽出と課題への協力、歯科・口腔における食育

事業への積極的参画

◆口腔粘膜疾患啓発事業

・口腔粘膜疾患にかかわる研修会の実施

・口腔粘膜疾患の啓発活動

・事業に関する情報・データ等の共有

〇目標

口腔粘膜疾患の啓発活動の推進、希少がんに対する調査・研究に対する

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく だ
さい。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

食生活

バランスよく食べる
野菜たっぷり、塩分少なめ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

①神奈川食育を進める会とと
もに食育活動に継続して参画
・いずみ野マルシェ(相鉄線い
ずみ野線沿線　環境未来都市
構想、地域活性化のため、い
ずみ野駅前店で地元野菜、惣
菜の店頭販売（地産地消）・市
内加工品の販売）
・神奈川県が推進する「未病
（健康長寿）」に関する情報発
信基地（店）として協力
②インフルエンザ予防接種啓
蒙の推進
・インフルエンザ・風邪の予防
のため、本社と各店舗にうがい
薬と紙コップを配付し、うがい
の励行
・インフルエンザの予防接種を
健康保険組合、共済組合の補
助を受け実施。本年も社員の
１／４が実施
③生活習慣病健診対象の希
望者に、自己負担で腫瘍マー
カー検査、ピロリ菌検査、PSA
検査を実施。対象者の拡大を
検討

実
績

食育活動に継続して参画。
未病に関する情報発信に協力
従業員の健康促進のため、イ
ンフルエンザ予防接種の啓
蒙、推進。定期健康診断受診
対象者の内、希望者に自己負
担での腫瘍マーカー、ピロリ菌
検査、PSA（前立腺がん）検査
を追加実施。

達
成
度

B

最終目標 健康日本２１

③76.9%
①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

①94%
②271g、10.7g／

男性40.6%女性42.1%
③67.7%

①93.3%
②287g、10.3g／

男性41.3%女性44.5%

中間地点

健

康

横

浜

①神奈川食育を進める会とともに食育活動に継続して参画
・いずみ野マルシェ(相鉄線いずみ野線沿線　環境未来都市
構想、地域活性化のため、いずみ野駅前店で地元野菜、惣菜
の店頭販売（地産地消）・市内加工品の販売）
・神奈川県が推進する「未病（健康長寿）」に関する情報発信
基地（店）として協力
②インフルエンザ予防接種啓蒙の推進
・インフルエンザ・風邪の予防のため、本社と各店舗にうがい薬
と紙コップを配付し、うがいの励行
・インフルエンザの予防接種を健康保険組合、共済組合の補
助を受け実施。本年も社員の１／４が実施
③生活習慣病健診対象の希望者に、自己負担で腫瘍マー
カー検査を実施。(受診者の約１/３が検査を受診）

Action２健康経営の推進、Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

①朝食を食べている小中学生の割合②１日の野菜摂取量・食塩摂取量／主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の割合
③60歳代でなんでも噛んで食べることができる者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業

調整中分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

相鉄ローゼン（株）

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標
第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

■「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

食生活

バランスよく食べる
野菜たっぷり、塩分少なめ

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

（１）「育ち・学びの世代」にむけて：　食育事
業と連動しながら、親子で楽しく学べる機会と
教材の提供
（２）「働き・子育て世代」にむけて：　　野菜摂
取や塩分量への気づきを促し、食生活を見
直す機会の提供。食品の選択・栄養表示の
活用・バランスのよい食事のとり方等のスキル
アップを支援。レシピの提供などの実践的な
方法で継続を支援
（３）「稔りの世代」にむけて：　フレイル予防の
ためにしっかり食べることの大切さを知り、食
を楽しむ場の提供と支援
（４）すべてのライフステージ、すべての地域
で、多職種との連携を強化しながら、市民の
健康増進事業・介護予防事業を推進

実
績

①「育ち・学びの世代」に向けての取り組み/
かながわ食育フェスタに継続参加し、て親子
で楽しく学べる食育活動を展開。　参加者
562名/横浜市中央市場と連携し、若い子育
て世代に向けて、子どもと一緒にしっかり食
べる離乳食ハンドブックを作成。20000部/市
歯科医師会と連携し、歯と口の健康習慣行
事に参加。主食・主菜・副菜を組み合わせよ
く噛んで食べることを劇形式で普及。参加者
150名
②「働き・子育て世代」に向けての取り組み/
健康チャレンジフェアかながわに参加し、塩
分官能検査を実施。減塩の普及や減塩食の
レシピを配布して啓発。参加者256名/よこは
ま健康デザインフェアで横浜市健康づくり課
に協力し、栄養相談を実施。参加者46名。
特定保健指導事業において栄養指導を実
施。参加者80名
③「稔りの世代」に向けての取り組み/シニア
健康料理教室を認知症予防の食事などにつ
いて2回実施。参加者43名
④すべてのライフステージに向けた取り組み
/市民公開講座を実施し、これからの地域包
括ケアにおける栄養ケアについて講演会を
実施。参加者40名

達
成
度

A

最終目標 健康日本２１

③76.9%
①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

①100％②350ｇ・８ｇ/80％
③80％

(公社）神奈川県栄養士会

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

重点取組テーマ 今後のテーマ

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業 ・「育ち・学びの世代」：　食物や栄養に関心を持ち、きちんと食べて健康で元気な身体になろうとする人を増や
す
・「働き・子育て世代」：　野菜を食べることや塩分摂取について意識し、バランスよく食べる人を増やす
・「稔りの世代」：　しっかり口から食べて、食を楽しむ実践に取り組む人を増やす

分野

行動目標

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

①94%
②271g、10.7g／

男性40.6%女性42.1%
③67.7%

①93.3%
②287g、10.3g／

男性41.3%女性44.5%

中間地点

健

康

横

浜

＜横浜県民活動事業部の取組＞
■「育ち・学びの世代」に向けての取り組み
かながわ食育フェスタに継続参加し、食育クイズやゲー
ムを通して親子で楽しく学べる食育活動を展開している
平成25年度来場者2800名平成26年300名平成2７年
300名
平成2８年４０８名名　総計３８０８名
■「働き・子育て世代」に向けての取り組み
健康チャレンジフェアかながわ・・展示ブースではレシ
ピ配布や菱の使い方の指導、栄養相談を行い健康情
報を提供している
平成25年１10名平成２６年１２６名平成２７年１５０名平
成２８年２５２名　総計６３８名
けんぽde健康　健康応援フェア・・特定保健指導の「栄
養講話」を担当し、生活習慣を見直す機会とした　平成
２５年９０名平成２７年１６０名平成２８年１３０名　総計３８
０名
■「稔りの世代」に向けての取り組み
シニア料理教室開催・・会員が講師となり健康寿命延
伸に必要な介護予防の食生活について講話と調理実
習を年間２回継続開催している
平成2６年6５名平成27年56名平成28年５３名　総計１７
４名男性の参加者もあり、実践的具体的な取組、今後
は地域の支え合いとしての役割も考えたい
■すべてのライフステージに向けた取り組み
市民公開講座,市民活動フェア、青葉区健康フェアに
おいて食生活相談、栄養相談を実施し、栄養士会の紹
介、アピールをし、食を通した健康づくりへの関心を深
めた
青葉区健康フェア　平成２５年２００名平成２６年２８９名
平成２７年３６２名平成２８年５１７名と年々増加し周知さ
れている　市民活動フェア　平成２５年２０名　平成２７
年５６名平成２８年度５６名　栄養相談の件数も増えて
いることから気軽に食生活の相談が受けられる拠点が
必要と考える

Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

①朝食を食べている小中学生の割合②１日の野菜摂取量・食塩摂取量／主食・主菜・副菜を組み合わせた食事が１日２回以上の日がほぼ毎日の割合
③60歳代でなんでも噛んで食べることができる者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及びよ
こはま健康アクショ ン
Stage２ に関連する取組方
針、 目標を記載してく ださ
い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



関連計画

□「育ち・学びの世代」 ■「働き・子育て世代」 ■「稔りの世代」

休養・こころ

睡眠とってしっかり休養

最終評価 今後の方向性

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度

取
組

産業保健活動総合支援事業として、事業場における
産業保健を支援する3つの事業（以下の①②③）に加
え、2017年度から、厚生労働省が示した『事業場にお
ける治療と職業生活の両立支援のためのガイドライ
ン』に基づき、④の事業に取り組んでいる。
①地域産業保健事業
　労働者50人未満の事業者及び労働者を対象とし
た、産業保健活動の支援
②産業保健総合支援センター事業
　産業保健関係者を対象とした、相談、研修、情報提
供などの支援
③メンタルヘルス対策の普及促進事業
　産業保健関係者や労働者を対象とした、職場のメン
タルヘルス対策に関する相談や事業場の個別訪問支
援
④治療と職業生活（仕事）の両立支援事業
　治療と仕事の両立支援対策に関する制度の普及促
進、労働者と事業場との間の個別調整支援

実
績

①地域産業保健事業
　2,177事業場（相談者28,673人）
　訪問支援743件
②産業保健総合支援センター事業
　相談949件、実地相談8件
　研修268回・セミナー10回
③メンタルヘルス対策の普及促進事業
　個別訪問支援285件
④治療と職業生活（仕事）の両立支援事業
　相談99件、セミナー4回
　個別訪問支援2件、個別調整支援１件
＜以上、平成31年１月末現在＞

達
成
度

Ａ

最終目標 健康日本２１

15% 15%

取組状況・振り返り（2013～2016年度） 取組と実績

神奈川産業保健総合支援センター

ライフステージ

取組テーマ 健康アクション 最終年度（2022年度）に向けた取組方針、目標

■生活習慣の改善
□生活習慣病の重症化予防

■アクション事業
１.事業場の産業保健活動の普及促進を通じた「健康経営の推進」Action2
２.事業場における健康診断の事後措置による「糖尿病等の重症化予防」Action3
３.快適な職場づくり等による「受動喫煙防止の取組」Action9

分野

行動目標

中間地点

健
康
横
浜

　平成26年４月から、産業保健を支援する３つの事業（以下の
①②③）を一元化して、「産業保健活動総合支援事業」とし
て、事業場の産業保健活動の総合的な支援となった。
①地域産業保健事業
 労働者数50人未満の事業場の事業者や労働者を対象に産
業保健サービスの提供
②産業保健推進センター事業
　産業保健スタッフなどを対象に、相談、研修、情報提供など
の支援
③メンタルヘルス対策支援センター事業
　産業保健スタッフや事業主を対象に職場のメンタルヘルス
対策の支援

　これらの産業保健事業については関係行政機関、災害防
止団体及び事業者団体等と連携し会議、研修及び集会等あ
らゆる機会を捉えて周知広報を図り、事業場の産業保健活動
の支援及び産業保健活動へのニーズ対応する事業の展開に
努めた。
　今後一層の産業保健事業を展開をするため当センターの認
知度を向上に努めたい。

重点取組テーマ 今後のテーマ

男性38.2%　女性34.0% 男性40.2％、女性36.0％

Action２健康経営の推進、Action４子どもの頃からの健康づくり

関連する指標

睡眠による休養を十分とれていない者の割合

策定時値(2009年度) 中間評価時値(2015年度)

第２ 期健康横浜２ １ 及び
よこはま健康アクショ ン
St age２ に関連する取組方
針、 目標を記載し てく だ
さ い。

以下から選択し てく ださ い。
A（ 目標以上に達成し た）
B（ ほぼ目標どおり 達成し た）
C（ 目標を達成できなかった）



 

 

 

歯科口腔保健条例に基づく歯科口腔保健の推進に関する検討部会の設置について 

 

 

１ 趣旨 

  平成 31 年第 1 回横浜市会定例会において、横浜市歯科口腔保健の推進に関する条例が

可決され、平成 31年４月１日に施行されることとなりました。 

条例では、「歯科口腔保健の推進に関する重要事項を定めるにあたっては、 

健康横浜２１推進会議の意見を聴くこと」とされています。 

つきましては、健康横浜２１推進会議において、歯科口腔保健の推進に関する検討部会

を設置し、検討を進めます。 

 

２ 健康横浜２１推進会議に設置する検討部会について 

(1) 部会名 

    歯科口腔保健の推進に関する検討部会（仮称） 

(2) 検討内容 

    歯科口腔保健の推進に関する計画策定に向けた検討、その他必要な事項 

 

３ 条例概要 

(1) 条例 

横浜市歯科口腔保健推進に関する条例 （別添資料を御参照ください） 

(2) 主な内容   

   ア 市、市民、歯科医療等関係者及び保健医療等関係者の責務を明記 
イ 保健医療等関係者の支援や連携の充実 
ウ 歯科口腔保健の推進に関する基本的施策の充実 
エ 歯科口腔保健推進計画の策定 

 
 

 

 

担当 横浜市健康福祉局保健事業課健康づくり担当 安達・関 

電話：６７１－４０４２ 

資料６ 











 

「よこはまウォーキングポイント事業」について 

１ 事業概要  

健康寿命の延伸を目指し、日常 

生活の中で気軽に楽しみながら 

歩数計や歩数計アプリをダウン 

ロードしたスマホを持ち歩き、 

ウォーキングを通じた健康づくり 

に取り組んでいただく事業です。 

 

 

２ 平成 30年度の取組実績  

(1)  参加登録者数（31年２月末時点）  

歩数計アプリの配信開始（４月）及び、歩数計の申込受付再開（５月）により、参加

登録者数は、累計で 32万人を超えました。 

また健康経営と連携した取組により、参加事業所数も 980事業所を超えています。 

【歩数計及びアプリ 参加登録者数（H31.２月末時点）】 

 歩数計 アプリ 合計 (参考)目標数 

参加登録者数 305,656人 15,864人 321,520人 ― 

 うち 26～29年度 300,306人 ― 300,306人 300,000人 

うち 30年度(2月末) 5,350人 15,864人 21,214人 15,000人 

(2)  新規参加促進の取組 

４月に配信を開始した歩数計アプリの年代別参加割合は、64歳までが９割以上を占め

るなど、歩数計（64歳までが約５割）と比べて、若い世代や働き世代が多くなっていま

す。その結果、参加者全体の参加割合も 64歳までの割合が年々拡大しています。 

  【歩数計及びアプリ 年代別参加割合の推移】 

 18～39歳 40～64歳 65歳以上 

平成 30年 12月末 10.8% 40.2% 49.0% 

平成 29年度末 9.7% 39.1% 51.2% 

平成 28年度末 6.6% 39.4% 54.0% 

平成 27年度末 － 38.8% 61.2% 

 

(3)  参加者の継続支援の取組 

    新たな取組「エンジョイウォーキング 2018キャンペーン」 

として、スポーツや商店街の催事に出展した特設ブースで 

歩数計の販売や相談会等を実施するなど、参加者の継続支援に 

取り組みました。（計５回開催、参加者数延べ約 2,500人） 

また、アプリ導入とともに、歩数計参加者の定期抽選当選 

本数拡大（歩数計各回プラス 500本）や抽選対象枠の拡大※を 

行うなど、インセンティブ拡充にも取り組んでいます。 
（※100ポイント以上でも毎月歩数を送信した人は対象） 

  さらに、事業の魅力向上のため、アプリ上で参加者同士の交流 

にもつながる「第１回フォトコンテスト」を開催しました。 

（1/1～1/31） 

資 料 ７ 

＜『第１回フォトコンテスト』入賞作品一例＞ 

＜特設ブースの様子＞ 



 

(4)  事業検証 

毎年のアンケート調査からは、歩数の増加、メタボリックシンドロームやロコモティ

ブシンドロームの改善や、地域とのつながりへの効果が、引き続き見られ、多くの方の

健康感向上につながっています。 

【平成 30年度利用状況報告書抜粋】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成 31年度の取組について  

(1)  参加者の継続支援の実施 

継続的な健康づくりを後押しする取組として、４月から新たに年間を通じて継続的に

ウォーキングに取り組んだ方の表彰を始めるほか、定期抽選の当選数等を拡充予定です。 

また、30年度から実施している参加者の継続支援のための「特設ブース」の出展回数

を増やし、市内各地で参加者の方のサポートを行う予定です。 
 

(2)  事業検証の実施 

これまで毎年行ってきた、参加者へのアンケート調査や歩数データ分析の事業検証に 

加え、昨年 7月に横浜市立大学及び日本電信電話株式会社との三者で締結した「官民デ

ータ活用による超スマート社会の実現に関する包括連携協定」の取組の一つとして、  

データ分析を行う予定です。 

 

 

 
 

●参加後、半数以上で歩数が増加！          ●ウォーキングをきっかけに、周囲との会話や 
挨拶、外出機会が増加 

 

（参考）平成 29 年度 11.0％ 

 

N=344 

 

家の中でつまずいたり     

滑ったりする 

 

 

21.9%の人が  
つまずかなくなった・ 
滑らなくなった！ 

参加前 

 
参加後 

 

N=288 

 

N=2,828 

 

33.9% 17.4% 46.6% 2.2%

平均して増えている(1,000歩以上) 平均して増えている(1,000歩未満)
平均して変わらない 平均して減った

増えている 51.2% 

 

参加後 

 

参加前 

 

13.1%の人が 

 メタボリックシンドロームで
なくなった！ 

 

ﾒﾀﾎ゙ ﾘｯｸｼﾝﾄ゙ ﾛー ﾑと診断 
 

●参加後の診断で、メタボやロコモが改善 

N=2,765 

 
増えた 33.2% 

 



「横浜健康経営認証 2019」認証状況等について 

 

 

１ 横浜健康経営認証 2019の認証状況 

  今年度 3 年目を迎える「横浜健康経営認証」について、認証事業所数が、昨年度比

の 3.5倍となる 199 へと飛躍的に増加しました。応募数・認証数ともに、年々増加し

ており、市内企業の健康経営に対する気運が高まっています。 

 （参考資料）横浜市記者発表資料 

 

２ これまでの健康経営普及の取組 

（1）市民の健康増進を担う健康福祉局と、中小企業とのネットワークを有する経済局

が連携して普及啓発に取り組みました。また、各区役所においても、区内事業所に

対する普及啓発に取り組みました。 

特に、包括連携協定を締結する保険会社等と連携し、協定締結企業が開催する健

康経営セミナーでの認証制度の PR等、積極的に努めてきました。 

（2）また、企業集積地（新横浜やＬＩＮＫＡＩ横浜金沢）に民間協働型の健康経営支

援拠点を設置したり、健康経営に関心はあるものの、どこから始めればわからない

という要望に応えるため、「横浜健康経営ハンドブック」（30 年 4 月）を発行した

りするなど、本市独自の取組みを進めてきました。 

 

３ 今後の取組について 

（1）認証をきっかけに健康経営を開始した事業所に、PDCA に基づく取組を実践してい

ただけるよう、スキルアップを目的とした研修等を開催します。 

（2）また、ウェルネスパートナーズ登録事業所が提供する、様々な健康づくりに関連

するサービスをわかりやすく情報提供する等、事業所が健康経営に取り組むための

環境づくりを強化していきます。 

（参考）ウェルネスパートナーズ 

健康経営の推進やヘルスケアビジネスの発展等を目的としたオープンなネットワークであり、健康経

営を実践する事業所や、健康経営・健康関連のサービスを提供する事業所等で構成される。（登録制）

平成 30年 2月 5日時点 376社 

 

４ 横浜健康経営認証における応募資格の変更 

  『東京証券取引所・経済産業省が行う「健康経営銘柄」を取得していないこと』を

応募資格から削除します。（健康経営銘柄と横浜健康経営認証の両方を取得すること

による企業イメージの向上など、企業メリットを考慮） 

 

資料８ 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
横浜市では、「従業員の健康保持・増進の取組が、企業の収益性等を高める投資であるととらえ、経 

営的視点から戦略的に健康づくりを実践する健康経営の取組」を、市内事業所の皆様に勧めています。

この取組により、生産性向上、人手不足解消など多くの効果が期待できます。 

今年度３年目を迎える「横浜健康経営認証」制度について、６月１日から９月 28 日まで募集を行い、

認証委員会による審査を経て、199 の認証事業所が決定しました。 

（昨年度認証事業所 57 事業所、昨年度比 3.5 倍、再認証事業所（※）を含む。） 

また、次のとおり認証式を行います。 

（※）再認証事業所：2017 認証を受けた事業所で、認証期間（２年間）が満了のために、今回、再

度認証を受ける事業所。若しくは、2018 認証を受けた事業所で、認証期間中にクラス

アップを目指して応募し、再認証を受ける事業所。 

 
 

      
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 3 0 年 1 2 月 2 0 日 
健 康 福 祉 局 保 健 事 業 課 
経済局ライフイノベーション推進課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

日時：平成 31 年１月 15 日（火）午後２時 00分～午後３時 30 分 （受付 午後１時 30 分～） 

会場：ワークピア横浜（住所：横浜市中区山下町２４−１） 

式次第（予定）：①認証状授与 ②式辞 ③写真撮影  

出席者（予定）：認証事業所 

        横浜市 副市長 荒木田 百合 

※認証式の取材を御希望の方は、事前に下記まで御連絡をお願いいたします。 

健康福祉局健康安全部保健事業課 健康経営認証担当（Tel 045-671-2454 /E-Mail ke-partners@city.yokohama.jp） 

 

 

 
 

２ 認証式概要                       

裏面あり 

「横浜健康経営認証 2019」認証事業所が飛躍的に増えました！ 

 昨年度比 3.5 倍の 199 事業所を認証！！ 

～市内事業所の健康経営の気運が非常に高まっています～ 

 

 

 

１ 認証事業所数の推移                     

mailto:ke-partners@city.yokohama.jp


 

 

１ 制度の開始 

  平成 28 年度から（今年度の募集が第３回） 

２ 対象の事業所 

市内に本社・本店、支社・支店、営業所等を有する事業所（NPO 法人、公益法人等も含む） 

３ 認証区分 

  クラスＡの要件を満たしていないと判断される場合は、「認証外」となります。 

（１）経営者の理解と関与【クラスＡ】 

    健康経営宣言等の明文化及びその意思を具現化した取組を行っているもの 
（２）健康経営の推進【クラスＡＡ】 
   クラスＡの要件を満たし、さらに健康経営の推進体制の整備、従業員の健康課題の把握及び

健康課題に即した取組を行っているもの 
（３）取組結果の評価【クラスＡＡＡ】 

    クラスＡＡの要件を満たし、さらに健康課題に即した取組の結果を評価し、次の取組につな

げているもの 
４ 認証期間 

応募の翌年度の４月１日から２年間 

※認証期間中に認証区分のクラスアップを目指し、再度応募することも可能です。 
※認証期間が満了する年度に、再度申請、審査を受けることで継続することができます。 

５ 認証メリット 
(１) 認証マークの付与・認証状の発行(全ての認証事業所) 

 (２) 横浜市ホームページ等でＰＲ(全ての認証事業所) 

 (３) 活動支援(クラスＡ、クラスＡＡが中心) 

健康経営の取組のステップアップや継続を支援するため、保健師・栄養士・産業カウンセラ

ー等による訪問相談等を行います。 

 (４) 融資制度の優遇(クラスＡＡ、クラスＡＡＡ)  

     横浜市中小企業融資制度において、金利優遇や保証料助成があります。 

 （５）よこはまウェルネスパートナーズへの登録 

 

 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

お問合せ先 

健康福祉局保健事業課健康づくり担当課長  室山 孝子         Tel 045-671-3376 
経済局ライフイノベーション推進課担当課長 森田 伸一         Tel 045-671-4603 

※経済記者クラブへも同時発表しています。 

※「健康経営」は、特定非営利活動法人 健康経営研究会の登録商標です。 

 

 

 

 

【参考】「横浜健康経営認証」制度概要                      



 

 

🌸🌸 以下の事業所が認証されました 🌸🌸 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(株)ＩＣＯＮ／(株)アイネット／(株)旭広告社／ＳＢＳソリューション(株)／ 

ＮＴＴコムマーケティング(株)神奈川営業所／(株)オオスミ／大塚製薬(株) 横浜支店／ 

影島興産(株)／神奈川県住宅供給公社／学校法人 神奈川大学／(有)木須調剤薬局／ 

(医)恵生会 上白根病院／(株)コア・エレクトロニックシステム／国際通信企画(株)／ 

(株)ジェイコム南横浜／重田建設企業(株)／ジャパン マリンユナイテッド(株)本社／ 

昭和電工(株) 横浜事業所／新栄重機土木(株)／新興プランテック(株)／ 

(福)親善福祉協会 国際親善総合病院／親和興業(株)／(有)鈴木工業／(株)センチュリー工業／ 

(福)千里会 新横浜パークサイドホーム／(株)そごう・西武 西武東戸塚店／(株)大成ＥＲＣ／ 

(株)大八／大洋建設(株)／(株)ダッドウェイ／東電同窓電気(株)／東洋製版(株)／ 

(特養)第２新横浜パークサイドホーム／(株)菜の香／奈良建設(株)／奈良造園土木(株)／ 

(株)二十一設計／ニッパ(株)／日本エンジニアリング(株)／日本貿易印刷(株)／ 

バイオコミュニケーションズ(株)／(株)濱田屋商店 横浜営業所／フクダライフテック横浜(株)／ 

(特養)芙蓉苑／丸忠建工(株)／(株)三上／(株)メディセオ 神奈川ＡＬＣ／メルビック電工(株)／ 

(株)モリヤマ／安武測量設計(株)／(株)八千代ポートリー／ヨコキ(株)／横浜環境保全(株)／ 

(公財)横浜企業経営支援財団／(株)横浜銀行／公立大学法人 横浜市立大学／ 

横浜トータルプランニング(株)／(福)横浜ＹＭＣＡ福祉会／(福)緑成会 緑の郷 

 

 
 
 

 横浜健康経営認証 2019 クラスＡＡ ＜59 事業所＞  五十音順                     

裏面あり 

横浜健康経営認証 2019 クラスＡＡＡ ＜32 事業所＞   五十音順                     

(株)ＩＨＩビジネスサポート 横浜事業所／愛和食品(株)／アクロクエストテクノロジー(株)／ 

旭建設(株)／(株)アブソルート／アマノ(株)／(株)ＮＳＰ／(株)神奈川ウッドエネルギーセンター／ 

(公財)神奈川県予防医学協会／京セラ(株) 横浜中山事業所／(株)光電社／向洋電機土木(株)／ 

(株)三文サービス／(株)春峰園／(株)ソフテックス／(株)ダイイチ／武松商事(株)／(株)立花屋／ 

(株)Ｔ＆Ｓ／(株)ティージーエス／東宝タクシー(株)／(株)東洋システムサイエンス／ 

(特養)横浜敬寿園／ハマゴムエイコム(株)／(有)常陸環境／古河電気工業(株) 横浜事業所／ 

ボッシュエンジニアリング(株)／横浜機工(株)／(公財)横浜市体育協会／(公財)横浜ＹＭＣＡ／ 

国立研究開発法人 理化学研究所 横浜事業所／ローム(株)横浜テクノロジーセンター 



 

 

 
 
 
 
 
 

あおい社会保険労務士法人／(株)青柳製作所／アクサ生命保険(株) 神奈川ＦＡ支社／ 

アクサ生命保険(株) 公法人部神奈川オフィス／アクサ生命保険(株) 横浜ＦＡ支社／ 

アクサ生命保険(株) 横浜支社／アクサ生命保険(株) 横浜パートナービジネス営業部／ 

(株)アットウェア／(株)アトリエネオ／雨宮自動車工業(株)／アライグリーン(株)／ 

(株)安藤建設／(特養)いずみ芙蓉苑／(有)一建テック／一管(株)／(医)ＩＰＰＯ 五條歯科医院／ 

(特非)innocent／(株)インテリジェントシステムズ／(株)ウィルパートナーズ／ 

(株)Veritas Japan／エージェーエス(株)／ 

(株)エス・エイチ インターナショナル トレーディング／(株)大久保恒産／岡谷セイケン(株)／ 

お茶と海苔 ○五  いしだ園／海洋電子工業(株)／(株)神奈川銀行／神奈川県保険グループ(株)／

(株)神奈川保健事業社 本社／河本開発工業(株)／共栄建機(株)／(有)協和タイヤ商会／ 

(株)グーン／(株)グッドフォーチュン／グロースサポート社労士事務所／ 

(株)ケイ・エム・ディ・エス／(株)京急百貨店／(株)建築構工法研究所／ 

(一社)こうなん区民利用施設協会／港南ひまわり保育園／(福)こうよう会／(株)黄金メッキ工場／

(株)コスメディアラボラトリーズ／(株)栄企業／三信塗工(株)／三和化成工業(株)／ 

(株)システムミラ／(株)シビックロード／(株)渋谷興業／ジュノー(株)／(株)シルバーエッグス／

(株)新世／(福)親善福祉協会 介護老人保健施設リハパーク舞岡／ 

(福)親善福祉協会 しんぜん訪問センター／(福)親善福祉協会(特養)恒春の丘／ 

(福)親善福祉協会(特養)恒春ノ郷／(福)親善福祉協会 横浜市芹が谷地域ケアプラザ／ 

芹が谷ぴよっこ保育園／(株)相鉄アーバンクリエイツ／相鉄興産(株)／ 

(株)相鉄ビルマネジメント／(株)ソフテム／ソルブ(株)／(有)タイワ／(株)武居商店／ 

中高年事業団 やまて企業組合 横浜支店／(株)チュウバチ／(株)テクノジャパン／ 

(株)ニットー／(株)日本工業所／日本保安工業(株)／日本濾水機工業(株)／ 

(株)New Healthcare Design／(株)NextSolution／一造園土木(株)／ 

(特非)びーのびーの 港北区地域子育て支援拠点 どろっぷ・どろっぷサテライト／ 

(株)ひゅうがメディカル／(株)ファイブディメンション／(株)ファミリー・ホール／ 

(有)双葉印刷所／(株)フックアップ／(有)プラスエヌ／(株)ヘルツ／(株)マザーライク／ 

馬淵建設(株)／(株)マルビ／(株)丸舗建設／(株)三徳／(株)三春情報センター／ 

みらい社会保険労務士法人／(有)ムツミ硝子／(株)山本建設／ 

社会保険労務士法人 ユナイテッドブレインズ／(有)洋洋工業／(福)横浜市社会事業協会／ 

(公財)横浜市シルバー人材センター／(福)横浜市福祉サービス協会／(福)横浜社会福祉協会／ 

(株)横浜セイビ／横浜ソフトウェア(株)／(株)横浜ディスプレイサービス／ 

横浜花き園芸(株)／横浜プレシジョン(株)／(有)ライフサポート／ 

レヴェックスコンサルタント(株)／(株)ワイズラボ 

 ※公表を希望されない事業所については、掲載しておりません。 

 横浜健康経営認証 2019 クラスＡ ＜108 事業所＞ 五十音順                     



 

 

市民の健康づくりをテーマとした企業・団体等との連携について 

 

 

１ 趣旨 

  横浜市では、市政の推進にあたり、民間企業・団体と協定を締結し、連携して事業を進め

ています。その一環として、市民の健康づくり（健康横浜２１の推進）をテーマとした協定

を締結しております。 

第２期健康横浜２１の基本目標である健康寿命の延伸、市民の健康づくりの推進には、世

代や対象に応じた幅広い取組が必要であり、企業・団体等との連携は不可欠であることから、

今後は、市として重点的に取り組みたいテーマを明確にし、そのテーマに御協力いただける

企業・団体を公募し、協定を締結する方法に変更します。 

 

 

２ 今後の方向性 

第２期健康横浜２１の基本目標である健康寿命の延伸、市民の健康づくりの推進には、世

代や対象に応じた幅広い取組が必要であり、企業・団体等との連携は不可欠であることから、

今後は、市として重点的に取り組みたいテーマを明確にし、そのテーマに御協力いただける

企業・団体を公募し、協定を締結する方法に変更します。市民の健康づくりをテーマとし協

定を締結した企業・団体を市ホームページ上で一律に紹介することを予定しています。 

 

【フロー（イメージ）】 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

 

 
 

 

 

 
 

 

 

  
 

 
 

 

 

 
 
 

 

協定締結 

よこはまウェルネス 

パートナーズ（※） 

企業・団体 

公募テーマ
への提案 

【提案内容】 
自社の健康サー
ビスのＰＲ、販売 

(※)よこはまウェルネスパートナーズ：健康経営の推進や健康関連ビジネスの創出に向けたオープンなネットワーク 

 【提案内容】 
公募テーマに合致、 
全体性・公益性・継続性 
がある 

 

 

 

 

 

 

 

健康横浜２１推進会議資料 
平 成 3 1 年 ３ 月 1 9 日 
横浜市健康福祉局保健事業課 

横浜市 

重点取組テーマ

を定め、市民の

健康づくりへの

協力企業・団体

を公募 

【公募テーマの例】 

重症化予防 

資料９ 



【参考】市民の健康づくり等をテーマとした協定一覧 

  

 (1) 健康福祉局保健事業課が窓口、市民の健康づくり等を主のテーマとした協定 

 協定締結先 締結日 内容 

1 

アフラック 

（アメリカンファミリ

ー生命） 

H24.5.8 
がん啓発・がん検診の受診率向上に向けた 

包括的連携に関する協定 

2 ファイザー株式会社 H25.10.23 
禁煙・疾患（ニコチン依存症）啓発活動の 

協定 

3 
全国健康保険協会 

神奈川支部 
H25.11.22 健康づくり推進事業に係る覚書 

4 ＪＡ横浜 H26.1.9 
市民の健康づくり・介護予防事業に係る 

包括連携に関する協定 

5 第一生命保険株式会社 H27.3.4 健康づくりに係る包括的連携に関する協定 

6 横浜信用金庫 H27.5.26 市民の健康づくりに係る連携に関する協定 

7 
一般社団法人 

横浜市薬剤師会 
H28.3.31 

市民の健康づくりに係る包括的連携に関する

協定 

8 
ネオファースト生命 

保険株式会社 
H28.6.9 市民の健康づくりに係る連携に関する覚書 

9 神奈川銀行 H30.1.11 健康経営支援等に係る包括連携に関する協定 

10 
アクサ生命保険 

株式会社 
H30.1.25 

市内企業等の健康経営の推進に係る 

包括的連携に関する協定 

11 
住友生命保険相互会社 

横浜支社 
H31.1.21 

市民の健康づくり及び市内事業所等の 

健康経営推進に係る包括的連携に関する協定 

 

(2) 複数テーマの中に市民の健康づくり等を含んでいる包括連携協定 

 協定締結先 締結日 連携事項 

1 イオン株式会社 H24.5.9 健康づくり・食育に関すること 

2 

(株)セブン-イレブン・

ジャパン 

(株)イトーヨーカ堂 

(株)そごう・西武 

H24.6.14 
地産地消・食育・健康づくりの推進に関する 

こと 

3 (株)伊藤園 H24.11.28 食育に関すること 

4 カルビー株式会社 H28.9.1 健康づくりの推進に関すること 

5 
日本 KFC ホールディン

グス株式会社 
H29.3.7 食育・地産地消に関すること 

6 
損害保険ジャパン 

日本興和株式会社 
H29.10.19 健康増進に関すること 

7 東京ガス株式会社 H30.11.6 健康増進、食育に関すること 
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